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１ 世界に広がるパートナーシップの推進 関係 
 

(1) 友好・姉妹都市等の沿革 

 

蘭州市（中華人民共和国甘粛省） 
昭和５７年（１９８２年）８月５日友好都市提携 

 

【基礎データ】 

●中華人民共和国（外務省ホームページより） 

 面 積  960 万㎢（日本の約 25 倍） 

 人 口  約 14 億人 

 首 都  北京 

 人 種  漢民族（総人口の 92％）および   

55 の少数民族 

 宗 教  仏教・イスラム教・キリスト教など 

 政 体  人民民主共和制 

 通 貨  人民元  

●蘭州市（蘭州市ホームページ、蘭州市統計局より） 

 面 積   13,085.6 ㎢（秋田市の約 14 倍） 

 人 口   379 万人（秋田市の約 12 倍） 

 位 置  北緯 35 度５分、東経 102 度 30 分 

 時 差  －１時間 

 

【都市の紹介】 
  蘭州市は 1,400 年余りの歴史があり、かつてはシルクロードの要衝として栄えました。1667 年

に甘粛省の省都に定められ、恵まれた地下資源を背景に工業が発達し、精油、石油化学工業、金

属、鉄鋼、製紙等の工場が数多くあります。農業は、穀類、葉たばこ、漢方の原料、綿花などが

栽培され、特に瓜類の生産が盛んで、「瓜の里」と称されています。 

 

【交流の経緯】 
 昭和５５年（1980 年）に、中日友好協会からの友好提携の提案や両市の相互訪問等を経て提携

の合意がなされ、昭和５７年（1982 年）８月に秋田市において友好都市提携をしました。同時に

秋田県も甘粛省と友好提携をしています。 

  蘭州市とは、これまで市民の親善訪問や動物の交換、医療、技術など幅広い分野で交流が行わ

れてきました。現在は、３年ごとに友好交流合意書を取り交わし、芸術文化などの専門家や医

療、教育分野の研修員の受入れ、青少年スポーツ交流などを実施しています。 

 

【過去５年間の交流実績（平成 28 年度～）】 

  友好 青 少年 文化 スポーツ 研修 経済 合計 

蘭州市→ 秋田市 件数 2 0 0 1 4 0 7 

＜受入＞ 延べ人数 12 0 0 29 16 0 57 

秋田市→ 蘭州市 件数 1 0 0 0 0 1 2 

＜訪問＞ 延べ人数 4 0 0 0 0 7 11 
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【主な交流経緯】 

月 交流内容

昭和５５年 （１９８０） １０月 秋田市議会議員訪中団７名が北京の中日友好協会を訪れ、秋田市と中国の都市との交流促進に

ついて要請し、中日友好協会から蘭州市との友好関係について勧誘を受ける

昭和５６年 （１９８１） １０月 秋田市訪問団20名が、甘粛省、蘭州市、中日友好協会を訪問し、両市の友好締結への協力を要請

昭和５７年 （１９８２） ８月 蘭州市政府友好代表団７名が秋田市を訪問し、秋田市－蘭州市、秋田県－甘粛省の合同調印

式を開催

昭和５８年 （１９８３） ８月 友好都市締結１周年記念行事に出席するため、秋田市友好文化交流使節団44名が蘭州市を訪問

昭和６０年 （１９８５） ９月 友好都市提携３周年記念行事に出席するため、秋田県、秋田市による交流団100名が蘭州市を訪問

１０月 蘭州市の黄河河畔・濱河路児童公園に、秋田市設計による日本式あずま屋「友誼亭」が完成

昭和６２年 （１９８７） ４月 秋田市の一つ森公園に蘭州市設計による中国式あずま屋「友誼亭」が完成

昭和６３年 （１９８８） １月 秋田市立日新小学校と蘭州市立東郊小学校が友好姉妹校となる

９月 秋田市立桜小学校と蘭州市立敦煌路小学校が友好姉妹校となる

平成元年 （１９８９） ８月 秋田市－蘭州市合同登山隊（日本隊23名）が阿爾金山
　あるちんさん　

初登頂に成功

１０月 蘭州市経済文化交流団３名が秋田市を訪問

平成２年 （１９９０） ８月 秋田市立日新小学校、桜小学校の代表団11名が、友好姉妹校の蘭州市立東郊小学校、敦煌路
小学校を訪問

９月 秋田市・蘭州市合同水墨画展に参加するため、秋田水墨画協会員17名が蘭州市を訪問

平成３年 （１９９１） ５月 蘭州市医療衛生視察団５名が秋田市を訪問。市立秋田総合病院と蘭州市衛生局および人民病

院が医療技術交流を開始

６月 秋田市水道友好交流団６名が蘭州市を訪問。秋田市水道局（現上下水道局）と蘭州市自来水総

公司が技術交流を開始

１０月 秋田市日中友好少年少女卓球チーム８名を蘭州市へ派遣

平成４年 （１９９２） ８月 友好都市提携10周年記念式典に出席するため、蘭州市政府友好代表団６名が秋田市を訪問

９月 友好都市提携10周年記念式典に出席するため、秋田市市民交流団177名が蘭州市を訪問

平成５年 （１９９３） １０月 秋田市スポーツ交流団13名が蘭州市を訪問

平成６年 （１９９４） ４月 新秋田市立体育館完成記念式典に出席するため、蘭州市青少年スポーツ交流団15名が秋田市を訪問

秋田市体育協会と蘭州市体育総会が友好協会提携盟約を締結

平成７年 （１９９５） ８月 秋田蘭州会主催の友好親善訪問団134名および秋田市訪問団３名が蘭州市を訪問

平成９年 （１９９７） ９月 蘭州市青少年友好交流団13名が秋田市を訪問

平成１０年 （１９９８） ３月 秋田市青少年国際理解促進事業により、中高生４名が蘭州市を訪問

年
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月 交流内容

平成１１年 （１９９９） ７月 秋田市青少年国際理解促進事業により、高校生10名が蘭州市を訪問

９月 蘭州市青少年友好交流団８名が秋田市を訪問

平成１４年 （２００２） ８月 友好都市提携20周年記念式典に出席するため、蘭州市人民政府友好代表団５名が秋田市を訪問

９月 蘭州市から水墨画家を招へいし、市民を対象に水墨画講座を開催

平成１５年 （２００３） １０月 蘭州市青少年交流団21名が秋田市を訪問

平成１６年 （２００４） ７月 秋田市建都400年記念式典に出席するため、蘭州市政府友好代表団４名が秋田市を訪問

１１月 蘭州市から水墨画家を招へいし、市民を対象に水墨画講座を開催

平成１７年 （２００５） 
１０月 2005～2007年の交流内容について協議し、交流合意書を取り交わすため、秋田市訪問団４名が

蘭州市を訪問

平成１８年 （２００６） １月 蘭州市から太極拳指導者を招へいし、市民を対象に太極拳講座を開催

９月 蘭州市から太極拳指導者を招へいし、市民を対象に太極拳講座を開催

平成１９年 （２００７）
８月 2008～2010年の交流内容について協議し、交流合意書を取り交わすため、蘭州市政府友好代表

団７名が秋田市を訪問

１１月 蘭州市から太極拳講師を招へいし、市民を対象に太極拳講座を開催

平成２０年 （２００８） １０月 蘭州市から太極拳講師を招へいし、市民を対象に太極拳講座を開催

平成２１年 （２００９） １０月 蘭州市から牛肉麺講師を招へいし、市民を対象に牛肉麺講習会を開催

平成２２年 （２０１０）
５月 2011～2013年の交流内容について協議し、交流合意書を取り交わすため、蘭州市政府友好代表

団７名が秋田市を訪問

８月 秋田市訪問団９名が蘭州市を訪問

９月 蘭州市から牛肉麺講師を招へいし、市民を対象に牛肉麺講習会を開催

１１月 蘭州市青少年友好交流団28名が秋田市を訪問

平成２４年 （２０１２） ８月 蘭州市小学生軟式野球チーム18名が秋田市を訪問

９月 県
けん

と合同
ごう どう

により友好提携30周年記念式典に出席
し ゅっ せき

するため、蘭州市政府友好代表団６名が秋田市

を訪問。また、秋田市文化会館で蘭州大劇院による舞劇「大夢敦煌」を上演し、市民約4,000人を

無料招待

平成２５年 （２０１３）
１０月 2014～2016年の交流内容について協議し、交流合意書を取り交わすため、秋田市訪問団７名が

蘭州市を訪問

小中学生囲碁交流団９名を蘭州市へ派遣し、囲碁交流試合に参加

平成２７年 （２０１５） ７月 蘭州市政府友好代表団５名が秋田市を訪問

１０月 蘭州
ラ ンシュ ウ

市
シ

研修員
ケンシュ ウイ ン

４名
メ イ

による中国
チュ ウゴク

の切
キ

り絵
エ

「剪
ハサ

紙
シ

（せんし）」体験
タ イ ケン

講座
コ ウザ

を秋田市
アキタ シ

で２回
カ イ

開催
カ イ サイ

（参加者
サンカ シャ

延
ノ

べ

49人
ニン

）

年
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月 交流内容

平成２８年 （２０１６） ８月 蘭州市政府友好代表団６名が秋田市を訪問

１１月 「秋田市
あ き た し

国際
こ く さ い

フェスタinなかいち～秋田市
あ き た し

友好
ゆう こ う

・姉妹都市
し ま い と し

交流展
こ う り ゅう てん

～」で蘭州
ら んし ゅ う

市
し

研修員
けんし ゅ う いん

４名
めい

が、中
ちゅ

国
う ごく

の切
き

り絵
え

講座
こ う ざ

や中国
ちゅ う ごく

北方
ほっ ぽう

民族
みんぞく

舞踊
ぶよ う

「ヤングー踊
おど

り」などを披露
ひ ろ う

平成２９年 （２０１７）
７月 蘭州

ラ ンシュ ウ

市
シ

提携
テイ ケイ

35周年
シュ ウネン

事業
ジギョ ウ

（１）

蘭州
ラ ンシュ ウ

市
シ

で開催
カ イ サイ

される投資
ト ウシ

貿易
ボウエキ

商談会
ショ ウダンカ イ

に本市
ホンシ

を照会
ショ ウカ イ

するブースを設置
セッ チ

（派遣者
ハケンシャ

７名
メ イ

）

１１月 蘭州
ラ ンシュ ウ

市
シ

提携
テイ ケイ

35周年
シュ ウネン

事業
ジギョ ウ

（２）

蘭州
ラ ンシュ ウ

市
シ

代表団
ダイ ヒ ョ ウダン

６名
メ イ

が秋田市
アキタ シ

を訪問
ホウモン

令和元年 （２０１９） ５月 蘭州
ラ ンシュ ウ

市
シ

に代表団
ダイ ヒ ョ ウダン

４名
メ イ

を派遣
ハケン

して協議
キョ ウギ

し、提携
テイ ケイ

４０周年
シュ ウネン

記念
キネン

事業
ジギョ ウ

の内容
ナイ ヨ ウ

を含
フ ク

む新
アタ ラ

しい友好交流合意
ユウコ ウコ ウリ ュ ウ

ゴウイ ショ ネンド テイ ケツ

７月 日中
ニッ チュ ウ

政府間
セイ フ カ ン

合意
ゴウイ

により2019年
ネン

が「日中
ニッ チュ ウ

青少年
セイ ショ ウネン

交流
コ ウリ ュ ウ

推進
スイ シン

年
ネン

」となったことを受
ウ

け、本市
ホンシ

において両
リ ョ

市
ウシ

中学生
チュ ウガク セイ

によるサッカーを通
ツウ

じた青少年
セイ ショ ウネン

交流
コ ウリ ュ ウ

を実施
ジッ シ

年
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パッサウ市（ドイツ連邦共和国バイエルン州） 
昭和５９年（１９８４年）４月８日姉妹都市提携 

 

【基礎データ】 

●ドイツ連邦共和国（外務省ホームページより） 

 面 積  35.7 万㎢（日本の約 94％） 

 人 口  8,315 万人 

 首 都  ベルリン 

 人 種  ゲルマン系を主体とするドイツ民族 

 宗 教  キリスト教（カトリック、プロテス 

        タント）、ユダヤ教、イスラム教 

 政 体  連邦共和制（16 州） 

 通 貨  ユーロ 

 

●パッサウ市（パッサウ市ホームページより） 

 面 積  68.57 万㎢（秋田市の約８％） 

 人 口  51,074 人（秋田市の約 17％） 

 位 置  北緯 48 度 34 分、東経 13 度 28 分 

 時 差  －８時間 

 

【都市の紹介】 
 パッサウ市は、ドイツ南部、バイエルン州の東部にあるニーダーバイエルン地方に位置し、チ

ェコとオーストリアの国境に接しています。ここでドナウ、イン、イルツの３つの川が合流する

ことから「３河川のまち」と呼ばれ、ドナウ川の下流にあるブタペストやベオグラード、また黒

海からも大型の客船が来航する国際的な観光地として知られています。 

 世界最大級のパイプオルガンを誇る聖シュテファン大聖堂を核として街が形成され、この地域

は現在「旧市街」と呼ばれ、今日に至るまで市の中心となっています。一方で、2006 年に「新中

心街(Neue Mitte Passau)」が建設され、現代的な一面ものぞかせています。 

 

【交流の経緯】 
昭和４７年（1972 年）２月に秋田日独協会が設立され、市民が中心となり旧西ドイツとの交流

が始まりました。昭和５１年（1976 年）に旧西ドイツ大使館から姉妹都市として南部の３都市を

推薦され、秋田市国際親善都市提携懇談会において検討した結果、パッサウ市が有力となりまし

た。その後、芸術文化を中心とした両市民の交流が行われ、機運の高まりを受けて、昭和５９年

（1984 年）４月、パッサウ市において姉妹都市提携に至りました。パッサウ市とは、市民交流団

の相互訪問やコンサートの開催など芸術文化に触れる交流が続けられ、その積み重ねが両市民の

友好と相互理解を深める土壌となっています。 

 

【過去５年間の交流実績（平成 28 年度～）】 

  友好 青 少 年 文化 スポーツ 研修 経済 合計 

パッサウ市→秋田市 件数 0 2 0 0 0 0 2 

＜受入＞ 延べ人数 0 17 0 0 0 0 17 

秋田市→パッサウ市 件数 1 0 0 0 0 0 1 

＜訪問＞ 延べ人数 71 0 0 0 0 0 71 
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【主な交流経緯】 

月
ツキ

交流
コ ウリ ュ ウ

内容
ナイ ヨ ウ

昭和４７年 （１９７２） ２月 秋田
あきた

日独
にちどく

協会
きょ う かい

が発足
ほっ そく

。これを契機
けいき

に数多
かずおお

くの相互
そう ご

交流
こ う り ゅ う

が始
はじ

まる

昭和５１年 （１９７６） ７月 秋田市国際親善都市提携懇談会が発足

旧西ドイツ大使館側との意見交換により、提携候補地として旧西ドイツ南部３都市が推薦され、パッ

サウ市が有力となる。以降、市民交流団の往来が継続的に行われる

昭和５８年 （１９８３） １０月 パッサウ独日協会が発足

昭和５９年 （１９８４） ４月 姉妹都市調印式典に出席するため、市民交流団および秋田市訪問団34名がパッサウ市を訪問

姉妹都市調印を記念し、パッサウ独日協会員８名が秋田市を訪問

昭和６０年 （１９８５）  ５月 パッサウ市友好代表団32名が秋田市を訪問

８月 秋田市青少年海外派遣団５名がパッサウ市を訪問

昭和６２年 （１９８７） １０月 姉妹都市提携３周年を記念し、秋田市訪問団70名がパッサウ市を訪問

昭和６３年 （１９８８） ５月 秋田市民サッカーチーム42名がパッサウ市を訪問

１１月 旭北小学校児童を含む市民32名がパッサウ市を訪問

平成元年 （１９８９） ４月 姉妹都市提携５周年を記念し、秋田市訪問団11名がパッサウ市を訪問

桜「関山」500本の贈呈植樹祭等を実施

７月 秋田市制百周年記念式典に出席するため、パッサウ市訪問団８名が秋田市を訪問

８月 パッサウ市青少年スポーツ交流団16名が秋田市を訪問

秋田市立旭北小学校と姉妹校調印を行うため、パッサウ市ノイシュティフト小学校訪問団14名が秋

田市を訪問

平成２年 （１９９０） ６月 姉妹都市提携５周年を記念し、秋田日独協会が桜「関山」贈呈記念モニュメントをパッサウ市に贈呈

７月 秋田市青小年スポーツ交流団22名がパッサウ市を訪問

１１月 パッサウ市インシュタット小学校と姉妹校調印を行うため、高清水小学校児童を含む市民25名が

パッサウ市を訪問

平成３年 （１９９１） ７月 パッサウ市青少年スポーツ交流団17名が秋田市を訪問

１０月 旭北小学校PTAを含む市民31名がパッサウ市を訪問

１１月 秋田市訪問団26名がパッサウ市を訪問

平成４年 （１９９２） ４月 パッサウ市訪問団39名が秋田市を訪問し、姉妹都市提携５周年（1989年）を記念して贈った桜「関

山」500本の返礼として、「友情の鐘」を贈呈される

７月 両市の体育協会が姉妹協会締結をするため、秋田市青少年スポーツ交流団24名がパッサウ市を訪問

９月 秋田市訪問団19名がパッサウ市を訪問

平成５年 （１９９３） ８月 パッサウ市ノイシュティフト小学校訪問団36名が秋田市を訪問

年
ネン
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月 交流内容

平成６年 （１９９４） ６月 姉妹都市提携10周年記念式典に出席するため、秋田市市民交流団36名、児童交流団15名、音

楽使節団100名、秋田市美術工芸展覧会関係者パッサウ訪問団26名がパッサウ市を訪問。記念

事業として、音楽使節団演奏会および秋田市美術工芸協会パッサウ展を開催

１０月 姉妹都市提携10周年を記念し、パッサウ市訪問団33名が秋田市を訪問

平成９年 （１９９７）  １月 秋田市青少年国際理解促進事業により、中高生５名がパッサウ市を訪問

平成１１年 （１９９９） ６月 姉妹都市提携15周年を記念し、秋田市訪問団14名がパッサウ市を訪問

平成１５年 （２００３） １０月 秋田市訪問団29名がパッサウ市を訪問

平成１６年 （２００４） ７月 姉妹都市提携20周年記念式典および秋田市建都400年記念式典に出席するため、パッサウ市訪

問団44名およびスポーツ交流団17名が秋田市を訪問。記念事業として、パッサウ市美術工芸展、

写真展等を開催

平成１８年 （２００６） １０月 姉妹都市提携20周年記念返礼品の除幕式に参加するため、市民交流団26名および秋田市訪問

団４名がパッサウ市を訪問

平成２０年 （２００８） ７月 秋田市訪問団３名がパッサウ市を訪問

平成２１年 （２００９） １０月 姉妹都市提携25周年記念式典に出席するため、市民交流団87名および秋田市訪問団８名が

パッサウ市を訪問。記念事業として、秋田の伝統芸能や食文化を紹介する「秋田デイ」を開催

平成２２年 （２０１０） ８月 パッサウ市の音楽家３名が秋田市を訪問。パイプオルガンとトランペットのコンサートを秋田アトリオ

ン音楽ホールで開催し、秋田市の音楽家および声楽家と共演

平成２３年 （２０１１） ５月 東日本大震災の被災地支援のため、パッサウ市が秋田市へ寄付金を贈呈

７月 秋田市スポーツ交流団サッカーチーム一行18名がパッサウ市を訪問

平成２５年 （２０１３） ９月 パッサウ市で大洪水が発生し、秋田日独協会と秋田市が協力してパッサウ市へ寄付金を贈呈

平成２６年 （２０１４） １０月 姉妹都市提携30周年記念式典および祝賀会に出席するため、パッサウ市訪問団10名、市民交流

団14名が秋田市を訪問

１１月 「秋田市－パッサウ市姉妹都市提携30周年記念コンサート」を秋田アトリオン音楽ホールで開催

パッサウ市の音楽家３名と秋田市出身の若手声楽家３名が共演

平成２７年 （２０１５） ８月 パッサウ市に縁のある音楽家２名のジャパン・ツアーに合わせ、トランペットとピアノのコンサートを

秋田市文化会館小ホールで開催。秋田市出身の若手声楽家２名と共演

１０月 秋田日独協会主催の市民交流団36名および秋田市訪問団６名がパッサウ市を訪問

平成２８年 （２０１６） １１月 パッサウ市
シ
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ウラジオストク市（ロシア連邦沿海地方） 
平成４年（１９９２年）６月２９日姉妹都市提携 

 

【基礎データ】 

●ロシア連邦（外務省ホームページより） 

 面 積   1,710 万㎢（日本の 45 倍） 

 人 口   1 億 4,680 万人  

 首 都   モスクワ 

 公用語   ロシア語 

 宗 教  ロシア正教、イスラム教、仏教、ユダヤ教等 

 政 体   共和制、連邦制（共和国や州等 83 の構成 

主体からなる連邦国家） 

 通 貨  ルーブル  

 

●ウラジオストク市（日ロ沿岸市長会ホームページより） 

 面 積   561.54 ㎢（秋田市の約２/３） 

 人 口   630,000 人（秋田市の約２倍） 

 位 置  北緯 43 度７分、東経 131 度 53 分 

 時 差  １時間 

 

【都市の紹介】 
 ロシア沿海州地方の州都であるウラジオストク市は、1860 年に帝政ロシアの極東政策の拠点と

して建設され、軍港が置かれました。1904 年にはロシア国内を東西に横断するシベリア鉄道が開

通し、その東の出発点となりました。軍港があったため、旧ソ連時代には、ごく一部を除いた外

国人の居住と、旧ソ連国民を含む市外在住者の立ち入りが禁止された閉鎖都市でした。1991 年の

旧ソ連崩壊により開放され、極東ロシアの科学、文化、教育の中心地となりました。2015 年には

ウラジオストク港が自由港となり、貿易や観光、産業の拠点としての役割も高まっています。 

 

【交流の経緯】 
平成元年（1989 年）、秋田市議会議員と市職員の有志による野球用具の寄贈、本市訪問団のウラ

ジオストク市訪問が交流の端緒となり、野球チームや訪問団の相互派遣を経て、平成４年（1992

年）６月、ウラジオストク市において姉妹都市の提携をしました。 

  ウラジオストク市との間では、行政、芸術文化、スポーツ、青少年などの分野で交流が行われ

てきました。近年は、ロシア経済の成長を踏まえ、秋田商工会議所が覚書を締結するなど、経済

交流の活発化が期待されています。 

 

【過去５年間の交流実績（平成 28 年度～）】 

  友好 青 少 年 文化 スポーツ 研修 経済 合計 

ウラジオストク市→秋田市 件数 0 2 1 0 0 0 3 

＜受入＞ 延べ人数 0 17 8 0 0 0 25 

秋田市→ウラジオストク市 件数 1 1 0 0 0 0 2 

＜訪問＞ 延べ人数 2 13 0 0 0 0 15 
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【主な交流経緯】 

月 交流内容

平成元年 （１９８９） ２月 秋田市議会野球クラブ、市職員有志が野球用具をウラジオストク市に寄贈

５月 秋田市訪問団３名がウラジオストク市を訪問

平成２年 （１９９０）  ９月 秋田市スポ－ツ文化交流団２４名がウラジオストク市を訪問

平成３年 （１９９１） ４月 秋田市訪問団13名がウラジオストク市を訪問

９月 秋田市野球チ－ム20名、秋田市議会訪問団５名がウラジオストク市を訪問

平成４年 （１９９２） ６月 姉妹都市提携を調印するため、秋田市訪問団17名がウラジオストク市を訪問

平成５年 （１９９３） ７月 秋田市訪問団12名、秋田市高等学校選抜女子バスケットボールチーム20名がウラジオストク市を訪問

平成６年 （１９９４） ２月 交流協議書に調印するため、ウラジオストク市訪問団３名が秋田市を訪問

４月 ウラジオストク市中学生交流団15名が秋田市を訪問

９月 ウラジオストク市女子バスケットボールチーム17名が秋田市を訪問

平成７年 （１９９５） ６月 ウラジオストク建都135周年記念行事に参加するため、秋田市訪問団９名がウラジオストク市を訪問

７月 秋田市女子中学生バレーボールチーム15名がウラジオストク市を訪問

平成８年 （１９９６） ６月 ウラジオストク市女子中学生バレーボールチーム13名が秋田市を訪問

平成９年 （１９９７） ７月 姉妹都市提携５周年記念行事に参加するため、秋田市訪問団３名、秋田市議会訪問団３名がウラ

ジオストク市を訪問

平成１０年 （１９９８） ７月 秋田市青少年国際理解促進事業により中高生10名がウラジオストク市を訪問

平成１１年 （１９９９） ５月 ウラジオストク市青少年交流団11名が秋田市を訪問

平成１２年 （２０００） ６月 ウラジオストク建都140周年記念行事に参加するため、秋田市訪問団２名、秋田市議会訪問団２

名がウラジオストク市を訪問

平成１３年 （２００１） ８月 秋田市国際理解促進事業により中高生12名がウラジオストク市を訪問

平成１４年 （２００２） ８月 秋田市において、姉妹都市提携10周年記念式典を開催し、ウラジオストク市訪問団３名が参加

平成１７年 （２００５） ６月 ウラジオストク建都145周年記念行事に参加するため、秋田市訪問団２名がウラジオストク市を訪問

平成２０年 （２００８） ８月 秋田市訪問団６名がウラジオストク市を訪問

平成２１年 （２００９） ７月 日露青年交流事業により高校生４名がウラジオストク市を訪問

平成２２年 （２０１０） ７月 ウラジオストク建都150周年記念行事に参加するため、秋田市訪問団７名がウラジオストク市を訪問

平成２４年 （２０１２） ６月 ウラジオストク市主催「青年国際交流フェスティバル」に秋田県立大学生１名が参加

７月 姉妹都市提携20周年およびウラジオストク市開放20周年祝賀行事に参加するため、秋田市訪問

団６名がウラジオストク市を訪問

年
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月 交流内容

平成２５年 （２０１３） ６月 ウラジオストク市主催「青年国際交流フェスティバル」に国際教養大学生５名が参加

平成２６年 （２０１４） ８月 ウラジオストク市において、国際教養大学学生グループ主催の「北東アジア学生ラウンドテーブル

2015」が開催され、大学生21名が参加

平成２７年 （２０１５） ６月 ウラジオストク建都155周年記念行事および姉妹都市国際会議に参加するため、秋田市訪問団２

名がウラジオストク市を訪問

８月 日ロ沿岸市長会議に参加するため、秋田市訪問団３名が参加

「秋田市国際フェスタinなかいち～秋田市友好・姉妹都市交流展～」でロシア民族
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セントクラウド市（アメリカ合衆国ミネソタ州） 
平成１８年（２００６年）６月２８日姉妹都市提携 

 

【基礎データ】 

●アメリカ合衆国（外務省ホームページより） 

 面 積  962.8 万㎢（日本の約 25 倍） 

 人 口  ３億 2,775 万人 

 首 都  ワシントン D.C. 

 宗 教  信教の自由を憲法で保障、主にキリスト教 

 政 体  大統領制、連邦制（50 州他） 

 通 貨  米ドル 

   

●セントクラウド市（セントクラウド市ホームページより） 

 面 積  80.1 ㎢（秋田市の約９％） 

 人 口  67,924 人（秋田市の約 22％） 

 位 置  北緯 45 度 33 分､西経 95 度 50 分 

 時 差  －15 時間 

 

【都市の紹介】 
 セントクラウド市は、５大湖の西にあり、北はカナダに国境を接するミネソタ州の中央部に位

置します。古くはアメリカ先住民の土地でしたが、移民が入植し、1856 年に市ができました。現

在、セントクラウド市を中心とした周辺地域では全米で最も急速に都市化が進んでおり、周辺人

口は合わせて約１９万人にのぼります。市内を流れるミシシッピ川の一部は、州の自然景観プロ

グラムにより管理され、ビーバーの生息地があり、カヌーの名所としても親しまれています。市

は、1880 年代に始まった花崗岩の採石業にちなんで、自他ともに「花崗石のまち」と呼び、様々

な種類の岩石に恵まれることから、多くの研究者が訪れています。  

 市内には、ミネソタ州で２番目に大きいセントクラウド州立大学のほか、大学・短大が４校あ

り、合わせて２万人以上の学生が学んでいます。秋田大学や国際教養大学は、セントクラウド州

立大学と大学間協定を結んでおり、秋田からも多くの学生が留学しています。 

 

【交流の経緯】 
 セントクラウド市との交流は、平成１７年（2005 年）１月の市町合併により、旧雄和町の姉妹

都市関係を受け継いで始まり、事務協議を経て、平成１８年（2006 年）６月にセントクラウド市

において、姉妹都市の提携をしました。主に、セントクラウド州立大学と秋田大学、国際教養大

学との大学間交流が行われています。 

 

【過去５年間の交流実績（平成 28 年度～）】 

  友好 青 少 年 文化 スポーツ 研修 経済 合計 

セントクラウド市→秋田市 件数 0 1 0 0 0 0 1 

＜受入＞ 延べ人数 0 2 0 0 0 0 2 

秋田市→セントクラウド市 件数 0 0 0 0 0 0 0 

＜訪問＞ 延べ人数 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

セントクラウド市 
● 

セントクラウド市 
● 
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【主な交流経緯】 

月 交流内容

平成元年 （１９８９） ５月 旧雄和町とセントクラウド市が姉妹都市関係宣言書を調印

平成５年 （１９９３） ６月 旧雄和町とセントクラウド市が姉妹都市提携を調印

平成１６年 （２００４） ７月 議決により、旧雄和町とセントクラウド市との姉妹都市関係を、市町村合併後の秋田市が引き継ぐこ

ととなる

平成１７年 （２００５） １月 市町合併により新秋田市誕生

平成１８年 （２００６） ６月 姉妹都市提携調印のため、秋田市訪問団６名がセントクラウド市を訪問

平成１９年 （２００７） ８月 市民交流団９名が秋田市を訪問

１０月 公園建設および管理運営にかかる市民参加の仕組みについて調査研究するため、本市訪問団３

名がセントクラウド市を訪問

平成２９年 （２０１７） ８月 秋田市
あき たし

の友好
ゆう こ う

・姉妹都市
し まいと し

から合計
ごう けい

33名
めい

（うちセントクラウド市
し

２名
めい

）の高校生
こ う こ う せい

らを招
し ょ う

へいし、合宿
がっ し ゅ く

方
ほ

式
う し き

で各都市
かく と し

が直面
ちょ く めん

する環境
かんき ょ う

問題
も んだい

等
と う

について、グループ討議
と う ぎ

や発表
はっ ぴょ う

を行
おこ な

う「友好
ゆう こ う

・姉妹都市
し まいと し

青少年
せいし ょ う ねん

会議
かいぎ

」を開催
かいさ い

年
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キナイ半島郡（アメリカ合衆国アラスカ州） 
 平成４年（１９９２年）１月２２日交流合意都市提携 

 

【基礎データ】 

●キナイ半島郡（アメリカ合衆国国勢調査局ホームページより） 

 面 積  約 65 万㎢（秋田市の約 720 倍） 

 人 口  58,708 人（秋田市の約 19％） 

 位 置  北緯 60 度 29 分、西経 151 度４分 

（ソルドトナ市） 

 時 差  －18 時間 
                              

 

【都市の紹介】 
 キナイ半島郡は、アラスカ州の中南部、州都アンカレッジの南

に位置するキナイ半島と、その北西に入り込んだクック湾の対岸

からなる地域です。キナイ、ソルドトナ、ホーマー、セルドヴィ

ア、スワードの主要５市のほか、カチェマック市や、ティオネッ

ク、ポートグラハム、ナンワレクといったアメリカ先住民の村か

ら構成され、郡の庁舎はソルドトナ市にあります。 

 古くはアメリカ先住民の住む土地でしたが、ロシア領となった

のち、1867 年にアメリカに買収されてアメリカ領になりました。

天然の資源に恵まれ、１９世紀の終わり頃にサケの缶詰の水産加

工業が始まり、1957 年には原油が発見されました。1959 年にはアラスカが州となり、1964 年にキナ

イ半島郡が置かれました。 

 現在でも石油はキナイ半島郡の重要な産業で、クック湾のキナイ市沖にはアラスカで最初に発見

された大規模油田があり、世界的に有名な原油と天然ガスの産地となっています。 

 雄大な自然にも恵まれ、郡の面積の３５％を水面が占めており、川や湖沼は、夏の間、釣りやア

ウトドアスポーツを楽しむ観光客で賑わいます。特にキナイ川は、世界最大級のキングサーモンが

釣れることで有名です。時にはハリウッドのセレブもお忍びで訪れます。 

 

【交流の経緯】 
平成３年（1991 年）にアメリカとの交流を目的に在日州政府事務所に候補都市の推薦を依頼した

ところ、アラスカ州政府在日事務所からキナイ半島郡を紹介されました。水産資源を活用した経済

交流など相互に有益かつ興味のある分野で交流を進めることとして、平成４年（1992 年）１月、秋

田市において交流合意都市の提携をしました。 

  現在では、英語圏の特性をいかした教育、青少年分野での交流のほか、ホームステイを含む市民

訪問団の相互訪問などにより、両市民の相互理解が深まっています。 

 
【過去５年間の交流実績（平成 28 年度～）】 

  友好 青 少 年 文化 スポーツ 研修 経済 合計 

キナイ半島郡→秋田市 件数 0 1 1 0 0 0 2 

＜受入＞ 延べ人数 0 6 16 0 0 0 22 

秋田市→キナイ半島郡 件数 1 0 0 0 0 0 1 

＜訪問＞ 延べ人数 34 0 0 0 0 0 34 

 

 

キナイ半島郡 
● 

© State of Alaska / Michael DeYoung 

キナイ半島郡 
● 
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【主な交流経緯】 

月 交流内容

平成３年 （１９９１） ７月 秋田市の国際化推進調査の一環として、アメリカ合衆国の都市と交流可能性を探るため、在日の

すべての州政府事務所に交流候補都市の推薦を依頼。アラスカ州政府在日事務所から秋田市と

の交流を積極的に進めたいとの意向が示される

平成４年 （１９９２） １月 交流合意を取り交わすため、キナイ半島郡訪問団５名が秋田市を訪問

７月 交流分野を協議するため、秋田市訪問団６名がキナイ半島郡を訪問

平成５年 （１９９３） ８月 交流分野に関する調査を行うため、キナイ半島郡訪問団５名が秋田市を訪問

水産資源共同調査の契約を締結

平成６年 （１９９４） ９月 秋田市青少年交流団６名がキナイ半島郡を訪問

平成７年 （１９９５） ２月 水産資源共同調査事業の結果、ハタハタの商業利用は困難と結論

平成８年 （１９９６） ７月 将来的な交流の可能性について協議するため、秋田市訪問団８名がキナイ半島郡を訪問

平成９年 （１９９７） ９月 ゆめ秋田２１教育推進事業により中学生24名がキナイ半島郡を訪問

平成１１年 （１９９９） １月 秋田市青少年国際理解促進事業により中高生10名がキナイ半島郡を訪問

平成１２年 （２０００） ６月 キナイ半島郡青少年交流団17名が秋田市を訪問

平成１５年 （２００３） １１月 今後の交流について協議するため、キナイ半島郡訪問団７名が秋田市を訪問

平成１６年 （２００４） ７月 秋田市において、秋田市建都400年記念式典を開催し、キナイ半島郡訪問団３名が参加

平成１７年 （２００５） ６月 小中高生を含むキナイ半島郡訪問団９名が秋田市を訪問し、御所野学院等を訪問

平成１９年 （２００７） ７月 交流合意都市提携15周年行事に参加するため、市民交流団９名および秋田市訪問団５名がキナ

イ半島郡を訪問

平成２０年 （２００８） ５月 小中高生を含むキナイ半島郡訪問団11名が秋田市を訪問し、御所野学院等を訪問

平成２２年 （２０１０） ８月 今後の交流について協議するため、キナイ半島郡訪問団12名が秋田市を訪問

平成２３年 （２０１１） ７月 東日本大震災の被災地支援のため、キナイ半島郡が秋田市へ寄付金を贈呈

平成２４年 （２０１２） ７月 交流合意都市提携20周年記念行事に参加するため、秋田市訪問団７名および市民交流団10名

がキナイ半島郡を訪問

平成２５年 （２０１３） ７月 市の記念日において、長年にわたり両市の交流に尽力した靖子レイトネンさんへ特別感謝状を授与

平成２６年 （２０１４） ８月 キナイ半島郡の高校生バレーボールチーム９名および市民交流団12名が秋田市を訪問し、秋田

商業高校および秋田和洋高校のバレーボール部と交流

平成２７年 （２０１５） ８月 今後の交流について協議するため、キナイ半島郡訪問団10名が秋田市を訪問

年
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月 交流内容

平成２９年 （２０１７） ７月 交流
こ う り ゅう

合意
ごう い

都市
と し

提携
ていけい

25周年
し ゅう ねん

を迎
むか

えたことから、穂積
ほずみ

市長
し ち ょ う

をはじめとする秋田市
あき たし

訪問
ほう も ん

団
だん

がキナイ半島
はんと う

郡
ぐ ん

を訪問
ほう も ん

し、キナイ半島
はんと う

郡
ぐ ん

マイク・ナヴァー代表
だいひょ う

市長
し ち ょ う

を訪問
ほう も ん

したほか、現地
げんち

イベント（プログレスデ

イ・パレードなど）で秋田市
あきたし

竿燈会
かんと う かい

による竿燈
かんと う

妙技
みょ う ぎ

を現地
げんち

で初
はじ

めて披露
ひろ う

８月 秋田市
あきたし

の友好
ゆう こ う

・姉妹都市
し まいと し

でから合計
ごう けい

33名
めい

（うちキナイ半島
はんと う

郡
ぐ ん

６名
めい

）の高校生
こ う こ う せい

らを招
し ょ う

へいし、合宿
がっ し ゅく

方
ほ

式
う し き

で各都市
かく と し

が直面
ちょ く めん

する環境
かんき ょ う

問題
も んだい

等
と う

について、グループ討議
と う ぎ

や発表
はっ ぴょ う

を行
おこ な

う「友好
ゆう こ う

・姉妹都市
し まいと し

青少年
せいし ょ う ねん

会議
かいぎ

」を開催
かいさ い

平成３０年 （２０１８） ８月 キナイ半島
はんと う

郡
ぐ ん

からヒップホップダンスチームや声楽家
せいがく か

など16名
めい

が秋田市
あきたし

を訪問
ほう も ん

市民
し みん

無料
むり ょ う

招待
し ょ う たい

のコンサート「アキタ・キナイ　ダンス＆ミュージックライブ！（秋田市
あきたし

文化
ぶんか

会館
かいかん

大
だい

ホール）」を開催
かいさ い

し、秋田市
あきたし

内
ない

の高校生
こ う こ う せい

らと共演
きょ う えん

年
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(2) 海外友好・姉妹都市等との提携書 

  蘭州市【友好都市提携 昭和５７年（１９８２年）８月５日】 

 
 

パッサウ市【姉妹都市提携 昭和５９年（１９８４年）４月８日】 
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ウラジオストク市【姉妹都市提携 平成４年（１９９２年）６月２９日】 

 

 

 セントクラウド市【姉妹都市提携 平成１８年（２００６年）６月２８日】 
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キナイ半島郡【交流合意都市提携 平成４年（１９９２年）１月２２日】 

 

 

＜国内＞常陸太田市【姉妹都市提携 昭和５２年（１９７７年）７月１２日】 
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(3) 市内学校の海外校との提携状況 

 

小学校 

学校名 相手校 提携年月日 

旭北小学校 ノイシュティフト小学校（ドイツ・パッサウ市） 平成元年 8月 

高清水小学校 インシュタット小学校（ドイツ・パッサウ市） 平成 2年 11 月 

日新小学校 東郊小学校（中国・蘭州市） 昭和 63 年 1 月 

桜小学校 敦煌路小学校（中国・蘭州市） 昭和 63 年 9 月 

※各小学校からの回答（令和２年４月１日現在） 

高等学校 

学校名 相手校 提携年月日 

秋田南高等学校 バンコク・クリスチャン・カレッジ（タイ） 平成29年10月 

マハーサーラカーム大学 デモンストレーション校（タイ） 平成30年10月 

聖霊女子短期大学 

付属高等学校 

セイクレッド・ハート・カレッジ（オーストラリア） 平成 4年 4月 

アワー・レディ・オブ・マーシー・カレッジ（オーストラリア） 平成 20 年 6 月 

令和高等学校 坪村経営高等学校（韓国） 平成 16 年 1 月 

明桜高等学校 慶煕高校（韓国） 平成 22 年 9 月 

新北市立淡水高級商工職業学校（台湾） 平成23年12月 

新北市立鶯歌高級工商職業学校（台湾） 平成28年10月 

秋田公立美術大学 

附属高等学院 

仁川デザイン高等学校（韓国） 平成11年10月 

※各高等学校からの回答（令和２年４月１日現在） 

高等教育機関 

学校名 提携の形態 相 手 校 提携年月日 

秋 田 大 学 大学間協定 インド工科大学マドラス校（インド） 平成 26 年 3 月 

ＶＩＴ大学（インド） 平成 27 年 6 月 

バンドン工科大学（インドネシア） 平成 24 年７月 

トリサクテイ大学（インドネシア） 平成 26 年 6 月 

ガジャマダ大学（インドネシア） 平成 27 年 6 月 

プルタミナ大学（インドネシア） 平成 30 年 8 月 

パジャジャラン大学（インドネシア） 平成 31 年 3 月 

国立ハンバット大学校（韓国） 平成 13 年 6 月 

圓光大学校（韓国） 平成19年10月 

国立江原大学校（韓国） 平成 20 年 3 月 

チュラロンコン大学（タイ） 平成24年11月 

スラナリー工科大学（タイ） 平成 27 年 8 月 

チェンマイ大学（タイ） 平成27年12月 
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学校名 提携の形態 相手校 提携年月日 

秋 田 大 学 大学間協定 龍華科技大学（台湾） 平成 17 年 7 月 

国立台湾大学（台湾） 平成 31 年 3 月 

国立彰化師範大学（台湾） 令和 2年 1月 

黒龍江大学（中国） 昭和63年10月 

中国医科大学（中国） 平成元年 10 月 

中南大学（中国） 平成 16 年 8 月 

遼寧行程技術大学（中国） 平成 17 年 4 月 

大連民族大学（中国） 平成 17 年 6 月 

蘭州大学（中国） 平成 17 年 8 月 

吉林大学(中国） 平成 19 年 2 月 

東北大学（中国） 平成 19 年 8 月 

東華大学（中国） 平成21年12月 

華中科技大学同済医学院（中国） 平成 22 年 3 月 

長安大学（中国） 平成22年11月 

北華大学（中国） 平成24年11月 

嘉興学院（中国） 平成26年11月 

西北師範大学（中国） 令和元年 12 月 

フィリピン大学デリマン校（フィリピン） 平成 24 年 9 月 

フィリピン大学マニラ校（フィリピン） 平成 25 年 2 月 

ハノイ工科大学（ベトナム） 平成20年12月 

ハノイ交通・通信大学（ベトナム） 平成20年12月 

マラヤ大学（マレーシア） 平成25年11月 

ヤンゴン大学（ミャンマー） 平成 26 年 9 月 

モンゴル科学技術大学（モンゴル） 平成21年10月 

モンゴル国立教育大学（モンゴル） 平成 22 年 7 月 

新モンゴル学園（モンゴル） 平成 28 年 1 月 

ケニヤッタ大学（ケニヤ） 平成 22 年 3 月 

ボツワナ国際科学技術大学（ボツワナ） 平成21年10月 

ボツワナ大学（ボツワナ） 平成 23 年 3 月 

エドゥアルド・モンドラーネ大学（モザンビーク） 平成 26 年 1 月 

テテ工科大学（モザンビーク） 平成 29 年 3 月 

ヴィッツウォーターズランド大学（南アフリカ） 平成 26 年 9 月 

グリフィス大学（オーストラリア） 平成 6年 6月 

カーティン大学（オーストラリア） 平成 25 年 8 月 

パプアニューギニア工科大学（パプアニューギニア） 平成 28 年 8 月 

セント・クラウド州立大学（アメリカ） 平成 8年 7月 
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学校名 提携の形態 相手校 提携年月日 

秋 田 大 学 大学間協定 ニューファンドランドメモリアル大学（カナダ） 平成 25 年 6 月 

サンチアゴ大学（チリ） 平成25年11月 

ハイファ大学（イスラエル） 平成 22 年 9 月 

アラブ首長国連邦大学（アラブ首長国連邦） 平成30年11月 

カリアリ大学（イタリア） 平成21年12月 

フェラーラ大学（イタリア） 平成 26 年 6 月 

東カザフスタン工科大学（カザフスタン） 平成 23 年 6 月 

ルレオ工科大学（スウェーデン） 平成 25 年 5 月 

フライベルク工科大学（ドイツ） 平成 24 年 7 月 

ラップランド応用科学大学（フィンランド） 平成21年10月 

ベラルーシ医科大学（ベラルーシ） 平成 16 年 7 月 

クラクフ経済大学（ポーランド） 平成 30 年 9 月 

ブガレスト大学（ルーマニア） 平成 22 年 9 月 

部局間協定 
（国際資源学研究科） 

ハサヌディン大学工学部（インドネシア） 平成 26 年 4 月 

パジャジャラン大学地質学部（インドネシア） 平成30年10月 

カセサート大学理学部（タイ） 令和元年 5月 

紅海大学地球科学学部及び海洋漁業学部（スーダン） 平成28年12月 

ベオグラード大学工学部ボール校（セルビア） 平成 29 年 3 月 

ＡＧＨ科学技術大学（ポーランド） 平成 30 年 9 月 

ケベック大学州立科学研究所（カナダ） 令和元年 9月 

部局間協定

（教育文化学部） 
大韓民国聖公会大学校韓国語学堂（韓国） 平成 31 年 1 月 

部局間協定

（医学系研究科） 
中国衛生部北京医院（中国） 平成 7年 11 月 

シンガポール国立大学看護学部（シンガポール） 平成 28 年 3 月 

スラナリー工科大学看護学部（タイ） 令和元年 5月 

リール大学医学部（フランス） 平成 23 年 4 月 

ハワイ大学ジョン・Ａ・バーンズ医学大学院（アメリカ） 平成 28 年 8 月 

テキサス大学Ｍ.Ｄ.アンダーソンがんセンター（アメリカ） 平成 29 年 7 月 

部局間協定

（医学部附属病院） 
蘭州大学附属第一病院（中国） 平成 26 年 6 月 

部局間協定

（理工学研究科） 
明新科技大学工学院（台湾） 平成 22 年 4 月 

清華大学精密儀器与機械学系（中国） 平成 19 年 3 月 

清華大学化学系（中国） 平成 20 年 1 月 

同濟大学材料科学与工程学院（中国） 平成 22 年 5 月 

同濟大学上海市金属効能材料開発 
応用重点実験室（中国） 

平成 22 年 5 月 
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学校名 提携の形態 相手校 提携年月日 

秋 田 大 学 部局間協定

（理工学研究科） 
インド科学技術研究評議会附属・国立科学技術研究所

（インド） 
平成 28 年 8 月 

ザンビア大学鉱山学部（ザンビア） 平成 15 年 1 月 

ザンビア大学工学部（ザンビア） 平成 15 年 3 月 

スファックス大学工学部（チュニジア） 平成15年12月 

オークランド工科大学デザイン創造学部（ニュージーランド） 平成24年11月 

モンタナ鉱物理工科大学（アメリカ） 昭和 57 年 6 月 

デブレツェン大学情報学部（ハンガリー） 令和元年 5月 

コメニウス大学 数学・物理・情報学部（スロバキア） 令和元年 8月 

部局間協定

（地方創生センター）

同濟大学上海市金属効能材料開発 
応用重点実験室（中国） 

平成 23 年 9 月 

秋田県立大学 大 学 間 協 定 国立宜蘭大学（台湾） 平成 20 年 2 月 

上海理工大学（中国） 平成 23 年 1 月 

順天大学校（韓国） 平成 24 年 2 月 

清華大学深圳大学院（中国） 平成 25 年 5 月 

西南交通大学（中国） 平成25年11月 

蘭州大学（中国） 平成 29 年 3 月 

カセサート大学（タイ） 令和元年 5月 

部 局 間 協 定 
（システム科学技術学部）

ビヤニ大学（インド） 平成 24 年 9 月 

山東建築大学（中国） 令和 2年 3月 

部 局 間 協 定

（生物資源科学部）
ゲルフ大学生物科学部（カナダ） 平成 25 年 2 月 

木材高度加

工研究所 

西ハンガリー大学木材科学部（ハンガリー） 平成14年12月 

ソウル大学大学院農業生命科学大学（韓国） 平成26年10月 

国際教養大学 大学間協定 ミネソタ州立ウィノナ大学（アメリカ） 平成 16 年 4 月 

南開大学（中国） 平成 16 年 4 月 

モンゴル人文大学（モンゴル） 平成 16 年 6 月 

ミネソタ州立セントクラウド大学（アメリカ） 平成16年11月 

高麗大学（韓国） 平成16年11月 

国立台湾大学（台湾） 平成 17 年 3 月 

淡江大学（台湾） 平成 17 年 3 月 

マカオ大学（マカオ） 平成 17 年 4 月 

ウィルフリッドロリエ大学(カナダ） 平成 17 年 5 月 

ルードヴィヒスハーフェン 
ビジネス・社会 応用科学大学（ドイツ） 

平成 17 年 5 月 

ヨアネウム応用科学大学（オーストリア） 平成 17 年 5 月 
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学校名 提携の形態 相手校 提携年月日 

国際教養大学 大学間協定 ベルゲン大学（ノルウェー） 平成 17 年 6 月 

エセックス大学（イギリス） 平成17年10月 

香港大学（香港） 平成17年10月 

リーズ大学（イギリス） 平成17年10月 

ライオンカレッジ（アメリカ） 平成17年10月 

元智大学（台湾） 平成17年11月 

シンガポール国立大学（シンガポール） 平成17年12月 

シェフィールド大学（イギリス） 平成17年12月 

セントメアリーズカレッジ オブ メリーランド（アメリカ） 平成17年12月 

南京大学（中国） 平成 18 年 1 月 

オスロ大学（ノルウェー） 平成17年12月 

ニューヨーク州立大学オスウェゴ校（アメリカ） 平成 18 年 3 月 

マルタ大学（マルタ） 平成 18 年 3 月 

ネオマビジネススクール（フランス） 平成 18 年 3 月 

グリフィス大学（オーストラリア） 平成 18 年 4 月 

カリフォルニア州立大学デイビス校（アメリカ） 平成 18 年 5 月 

国立政治大学（台湾） 平成 18 年 5 月 

ラヴァール大学（カナダ） 平成 18 年 5 月 

ペーチ大学（ハンガリー） 平成 18 年 5 月 

イサカカレッジ（アメリカ） 平成 18 年 6 月 

モンゴル国立大学（モンゴル） 平成 18 年 7 月 

マニトバ大学（カナダ） 平成 18 年 7 月 

アバディーン大学（イギリス） 平成 18 年 8 月 

モスクワ国際大学（ロシア） 平成 18 年 9 月 

チュラロンコン大学（タイ） 平成 18 年 9 月 

マラヤ大学（マレーシア） 平成 18 年 9 月 

延世大学（韓国） 平成 18 年 9 月 

オレゴン州立大学（アメリカ） 平成18年10月 

ポートランド州立大学（アメリカ） 平成18年10月 

ウェスタンオレゴン大学（アメリカ） 平成18年10月 

イースタンオレゴン大学（アメリカ） 平成18年10月 

サザンオレゴン大学（アメリカ） 平成18年10月 

オレゴン工科大学（アメリカ） 平成18年10月 

ナンヤン工科大学（シンガポール） 平成18年11月 

ニューメキシコ大学（アメリカ） 平成 19 年 1 月 

ユタ大学（アメリカ） 平成 19 年 1 月 
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学校名 提携の形態 相手校 提携年月日 

国際教養大学 大 学 間 協 定 ラトローブ大学（オーストラリア） 平成 19 年 2 月 

ハムリン大学（アメリカ） 平成 19 年 3 月 

ワシントン・ジェファーソンカレッジ（アメリカ） 平成 19 年 5 月 

コロラド大学ボルダー校（アメリカ） 平成 19 年 5 月 

カンタベリー大学（ニュージーランド） 平成 19 年 7 月 

ヴィクトリア大学（カナダ） 平成 19 年 8 月 

ジョージメイソン大学（アメリカ） 平成19年10月 

ゴンザガ大学（アメリカ） 平成19年10月 

西江大学（韓国） 平成19年10月 

サンガレン応用科学大学（スイス） 平成19年11月 

チューリッヒ応用科学大学（スイス） 平成19年11月 

グラスゴー大学（イギリス） 平成19年12月 

スターリング大学（イギリス） 平成19年12月 

エクセター大学（イギリス） 平成19年12月 

ヴィクトリア大学ウェリントン校（ニュージーランド） 平成19年12月 

ソウル国立大学（韓国） 平成19年12月 

トロント大学（カナダ） 平成 20 年 1 月 

梨花女子大学（韓国） 平成 20 年 1 月 

アテネオ大学（フィリピン） 平成 20 年 1 月 

カトリック大学（ポルトガル） 平成 20 年 3 月 

ニューカッスル大学（イギリス） 平成 20 年 3 月 

ウインザー大学（カナダ） 平成 20 年 5 月 

マサリック大学（チェコ） 平成 20 年 5 月 

オーフス大学（デンマーク） 平成 20 年 5 月 

ケンタッキー大学（アメリカ） 平成 20 年 5 月 

ジョージﾞ･ワシントン大学（アメリカ） 平成 20 年 7 月 

アーサイナスカレッジ（アメリカ） 平成20年11月 

ノルウェー経済大学（ノルウェー） 平成20年12月 

ミルサップスカレッジ（アメリカ） 平成20年12月 

開南大学（台湾） 平成 21 年 3 月 

ハワイ大学マノア校（アメリカ） 平成 21 年 3 月 

武漢大学（中国） 平成 21 年 4 月 

パリビジネススクール（フランス） 平成 21 年 4 月 

アルヴァーノカレッジ（アメリカ） 平成 21 年 4 月 

カイロ・アメリカン大学（エジプト） 平成 21 年 5 月 

カイロ大学（エジプト） 平成 21 年 5 月 
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学校名 提携の形態 相手校 提携年月日 

国際教養大学 大 学 間 協 定 国立曁南国際大学（台湾） 平成 21 年 5 月 

ウェスタンワシントン大学（アメリカ） 平成 21 年 7 月 

ニコシア大学（キプロス） 平成21年11月 

モンマスカレッジ（アメリカ） 平成21年11月 

ノックスカレッジ（アメリカ） 平成21年12月 

リンネ大学（スウェーデン） 平成 22 年 1 月 

アムステルダム応用科学大学（オランダ） 平成 22 年 2 月 

ベロイトカレッジ（アメリカ） 平成 22 年 2 月 

極東連邦大学（ロシア） 平成 22 年 2 月 

プレスビテリアン･カレッジ（アメリカ） 平成 22 年 2 月 

ブカレスト大学（ルーマニア） 平成 22 年 3 月 

トゥールーズビジネススクール（フランス） 平成 22 年 3 月 

ノーザンアイオワ大学（アメリカ） 平成 22 年 3 月 

ウィリアム・アンド・メアリー大学（アメリカ） 平成 22 年 3 月 

シドニー大学（オーストラリア） 平成 22 年 3 月 

トゥールーズ・ジャン・ジョレス 大学（フランス）  平成 22 年 3 月 

モスクワ大学（ロシア） 平成 22 年 4 月 

吉林大学 （外国語学院)（中国） 平成 22 年 5 月 

ディキンソン・カレッジ（アメリカ） 平成 22 年 6 月 

香港バプティスト大学（香港） 平成 22 年 7 月 

サンフランシスコ州立大学（アメリカ） 平成 22 年 9 月 

ウォータールー大学（カナダ） 平成22年11月 

アル・アハワイン大学（モロッコ） 平成22年11月 

マレーシア科学大学（マレーシア） 平成22年11月 

コリマ大学（メキシコ） 平成22年12月 

マドリッド・カルロスⅢ世大学（スペイン） 平成 23 年 1 月 

ラトビア大学（ラトビア） 平成 23 年 4 月 

ハンインターナショナルビジネススクール（オランダ） 平成 23 年 4 月 

リュブリアナ大学（スロベニア） 平成 23 年 5 月 

イースト・アングリア大学（イギリス） 平成 23 年 7 月 

ビリニュス大学（リトアニア） 平成 23 年 9 月 

マヒドン大学インターナショナルカレッジ（タイ） 平成 23 年 9 月 

マッコーリー大学（オーストラリア） 平成23年10月 

サン・イグナシオ・デ・ロヨラ（ペルー） 平成23年10月 

ディーキン大学（オーストラリア） 平成23年12月 

サンシャインコースト大学（オーストラリア） 平成23年12月 
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学校名 提携の形態 相手校 提携年月日 

国際教養大学 大 学 間 協 定 リンショーピン大学（スウェーデン） 平成23年12月 

マウント・ユニオン大学（アメリカ） 平成23年12月 

ビタウタス・マグナス大学（リトアニア） 平成23年12月 

ハンゼ応用科学大学（オランダ） 平成 24 年 1 月 

ＩＳＣＴＥリスボン大学（ポルトガル） 平成 24 年 1 月 

マリストカレッジ（アメリカ） 平成 24 年 3 月 

デラウェア大学（アメリカ） 平成 24 年 4 月 

ハルビン工業大学（中国） 平成 24 年 7 月 

デンバー大学（アメリカ） 平成 24 年 7 月 

天主教輔仁大学（台湾） 平成 24 年 8 月 

レンヌビジネススクール（フランス） 平成 24 年 8 月 

カセサート大学（タイ） 平成 24 年 8 月 

ワルシャワ経済大学（ポーランド） 平成 24 年 9 月 

バーガンディー・スクール・オブ・ビジネス（フランス） 平成24年10月 

タウソン大学（アメリカ） 平成24年10月 

ポルト大学（ポルトガル） 平成24年10月 

ヴァーサ大学（フィンランド） 平成24年11月 

オーストラリア国立大学（オーストラリア） 平成24年12月 

レンヌ政治学院（フランス） 平成24年12月 

ラップランド大学（フィンランド） 平成24年12月 

タンペレ大学（フィンランド） 平成 25 年 1 月 

カリフォルニア大学バークレー校（アメリカ） 平成 25 年 1 月 

セントラル・ランカシャー大学（イギリス） 平成 25 年 1 月 

レンヌ第２大学（フランス） 平成 25 年 2 月 

マラガ大学（スペイン） 平成 25 年 3 月 

アドルフォ・イバネス大学（チリ） 平成 25 年 3 月 

バルセロナ自治大学（スペイン） 平成 25 年 7 月 

ブルネイ・ダルサラーム大学（ブルネイ） 平成 25 年 7 月 

釜山外国語大学（韓国） 平成 25 年 8 月 

建国大学（韓国） 平成 25 年 8 月 

フェラーラ大学（イタリア） 平成 25 年 9 月 

グルノーブル政治学院（フランス） 平成 25 年 9 月 

パシフィコ大学（ペルー) 平成 25 年 9 月 

ベサリウスカレッジ（ベルギー） 平成25年10月 

セントメアリーズカレッジ オブ カリフォルニア（アメリカ） 平成 26 年 1 月 

ロシア国立研究大学高等経済学院（ロシア） 平成 26 年 2 月 
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学校名 提携の形態 相手校 提携年月日 

国際教養大学 大 学 間 協 定 ニューサウスウェールズ大学（オーストラリア） 平成 26 年 4 月 

亜州大学（韓国） 平成 26 年 4 月 

メイヌース大学（アイルランド） 平成 26 年 5 月 

ミシシッピ州立大学（アメリカ） 平成 26 年 9 月 

国立台湾師範学校（台湾） 平成26年10月 

ベトナム国家大学ハノイ校経済ビジネス大学（ベトナム） 平成26年10月 

ボール州立大学（アメリカ） 平成26年11月 

ライデン大学（オランダ） 平成26年12月 

アリカンテ大学（スペイン） 平成26年12月 

オールボー大学（デンマーク） 平成 27 年 1 月 

トリノ大学（イタリア） 平成 27 年 2 月 

スウィンバン大学（オーストラリア） 平成 27 年 3 月 

リッチモンド大学（アメリカ） 平成 27 年 4 月 

オレゴン大学（アメリカ） 平成 28 年 3 月 

パッサウ大学（ドイツ） 平成 28 年 3 月 

サセックス大学（イギリス） 平成 28 年 4 月 

ハイポイント大学（アメリカ） 平成 28 年 4 月 

ウェスタンオーストラリア大学（オーストラリア） 平成 28 年 5 月 

貿易大学（ベトナム） 平成 28 年 5 月 

インドネシア大学（インドネシア） 平成 28 年 6 月 

サウスフロリダ大学（アメリカ） 平成 28 年 6 月 

リンカーンメモリアル大学（アメリカ） 平成 28 年 9 月 

タマサート大学（タイ） 平成 28 年 9 月 

ＫＡＩＳＴ(韓国科学技術院)（韓国） 平成28年12月 

ハンプデンシドニーカレッジ（アメリカ） 平成 29 年 2 月 

香港中文大学（香港） 平成 29 年 2 月 

マールブルク大学（ドイツ） 平成 29 年 7 月 

ドレクセル大学（アメリカ） 平成29年10月 

ザグレブ経済経営大学（クロアチア） 平成29年11月 

ウッチ大学（ポーランド） 平成 30 年 2 月 

タリン大学（エストニア） 平成 30 年 2 月 

メアリーワシントン大学（アメリカ） 平成 30 年 5 月 

ゲント大学（ベルギー） 平成 30 年 8 月 

コメニウス大学（スロバキア） 平成 30 年 9 月 

リール政治学院（フランス） 平成 31 年 1 月 

ブルゴス大学（スペイン） 平成 31 年 2 月 
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学校名 提携の形態 相手校 提携年月日 

国際教養大学 大 学 間 協 定 ボローニャ大学（イタリア） 平成 31 年 2 月 

シエナ大学（イタリア） 平成 31 年 4 月 

嶺南大学（香港） 令和元年 7月 

サンディエゴ州立大学（アメリカ） 令和元年 8月 

イリノイ大学アーバナ・シャンペーン校（アメリカ） 令和元年 8月 

マカオ科技大学（マカオ） 令和元年 9月 

ユニオンカレッジ（アメリカ） 令和元年 9月 

メイン大学ファーミントン校（アメリカ） 令和 2年 1月 

センターカレッジ（アメリカ） 令和 2年 2月 

ノースアジア大学 大学間協定 慶煕大学校（韓国） 平成 2年 12 月 

真理大学（台湾） 平成 17 年 4 月 

北京外国語大学（中国） 平成18年10月 

メトロポリタン州立大学（米国） 平成 19 年 4 月 

東亜大学校（韓国） 平成19年10月 

培材大学校（韓国） 平成 22 年 7 月 

モンゴル文化教育大学（モンゴル） 平成 27 年 6 月 

秋田公立美術大学 
学校間協定 

台南應用科技大学（台湾） 平成29年10月 

バンドン工科大学（インドネシア） 平成 31 年 4 月 

学部－学校間協定 リンショーピン大学（スウェーデン） 平成30年12月 

日本赤十字秋田看護大学  
日本赤十字秋田短期大学 

大 学 間 協 定 モナッシュ大学（オーストラリア） 平成12年11月 

台北医学大学（台湾） 平成 20 年 7 月 

聖霊女子短期大学 大 学 間 協 定 ノートルダム大学（米国） 平成 26 年 9 月 

秋田工業高等専門学校 学校間協定 中央地域工科経済水資源大学（ベトナム） 平成 27 年 7 月 

秦日工業大学（タイ） 平成 30 年 7 月 

トゥイロイ大学（ベトナム） 平成 30 年 8 月 

コンソーシアム協定  トゥルク応用科学大学（フィンランド） 平成 24 年 2 月 

ヘルシンキメトロポリア応用科学大学（フィンランド） 平成 24 年 2 月 

リールＡ技術短期大学（フランス） 平成 20 年 6 月 

ベトューヌ技術短期大学（フランス） 平成 24 年 6 月 

ランス技術短期大学（フランス） 平成 24 年 6 月 

ブロワ技術短期大学（フランス） 平成 27 年 6 月 

ルアーブル技術短期大学（フランス） 平成 27 年 6 月 

リトラル・コート・ドパル技術短期大学（フランス） 平成 27 年 6 月 

ヴァラシエンヌ技術短期大学（フランス） 平成 27 年 6 月 

モンゴル高専連盟（モンゴル） 令和元年 11 月 

※各高等教育機関からの回答（令和２年４月１日現在） 
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(4) 秋田県内の留学生数の推移                    

 H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018) H31(2019) 

留学生数（人） 489 432 462 435 471 

※「秋田県地域留学生等交流推進会議」資料等より当課作成(各年１０月１日現在) 

 

(5) 市内大学等の留学生数 

  秋田大学 国際教養大学 秋田県立大学 公立美術大学 ノースアジア大学 秋田工業高等専門学校 計 

アジア 186 38 17 6 8 6 261 

アフリカ 19 2 0 0 0 1 22 

オセアニア 2 13 0 0 0 0 15 

中東 7 0 0 0 0 0 7 

北米 3 75 0 0 0 0 78 

南米 1 2 0 0 0 0 3 

ヨーロッパ 6 79 0 0 0 0 85 

計 224 209 17 6 8 7 471 

※「秋田県地域留学生等交流推進会議」資料等より当課作成（令和元年１０月１日時点） 

※秋田県立大学は本荘キャンパスを含む 

 

■市内留学生（地域別）          ■市内留学生（大学別） 
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(6) 秋田市出身者の JICA ボランティア派遣実績    

  計（人） 

アジア地域 9 

  インドネシア 1 

  カンボジア 1 

  スリランカ 3 

  ネパール 1 

  ブータン 1 

  ベトナム 1 

  モンゴル 1 

中東地域 0 

アフリカ地域 5 

  エチオピア 1 

  ケニア 1 

  ベナン 1 

  モザンビーク 1 

  ルワンダ 1 

北米中南米地域 13 

  ウルグアイ 1 

  エクアドル 2 

  エルサルバドル 1 

  グアテマラ 2 

  コロンビア 1 

  ジャマイカ 1 

  チリ 1 

  パラグアイ 1 

  ブラジル 2 

  ホンジュラス 1 

大洋州地域 4 

  ソロモン 3 

  マーシャル 1 

欧州地域 1 

  セルビア 1 

国数（国） 25 

総数（人） 32 

※秋田市出身者・・・派遣時点での住所が秋田市内にある者 

※平成１８年(2006 年)４月から令和２年(2020 年)１０月末までの派遣者数の累計 

※独立行政法人国際協力機構(JICA)提供資料より 



55 
 

 (7) 原爆展、被爆証言講話会 

  核兵器や戦争の恐ろしさを後世に伝え、市民の平和意識の醸成を図るため、写真パネ

ル展示や被爆資料展示、被爆体験者講話会等を平成２０年度から毎年実施しています。 

年度 事 業 期 間 会 場 参加(人) 

H20 

(2008) 

ヒロシマ原爆展 7 月 26 日～8月 1日 

（7日間） 

秋田拠点センター「アルヴェ」 5,804 

H21 

(2009) 

ヒロシマ・ナガサキ 

原爆資料展・講話朗読会 

8 月 6 日～8 月 12 日 

（6日間） 

秋田市立中央図書館明徳館 2,769 

H22 

(2010) 

ヒロシマ原爆資料展・講話会 7 月 23 日～8月 1日 

（10 日間） 

西部市民サービスセンター 1,345 

H23 

(2011) 

戦争・原爆被災展 7 月 22 日～7月 28 日 

（7日間） 

土崎図書館 1,468 

H24 

(2012) 

ヒロシマ・土崎 被爆証言講話会 7 月 28 日～7月 29 日 

（2日間） 

北部市民サービスセンター 60 

H25 

(2013) 

ナガサキ・土崎 被爆証言講話会 7 月 27 日～7月 28 日 

（2日間） 

にぎわい交流館ＡＵ 100 

H26 

(2014) 

ヒロシマ・土崎 被爆証言講話会 7 月 26 日～7月 27 日 

（2日間） 

にぎわい交流館ＡＵ 140 

H27 

(2015) 

戦後７０年～今、伝えたい～ 

ヒロシマ原爆と土崎空襲展 

7 月 4 日～7 月 12 日 

（9日間） 

にぎわい交流館ＡＵ 2,268 

H28 

(2016) 

ナガサキ・土崎 被爆証言講話会 7 月 23 日～7月 24 日 

（2日間） 

にぎわい交流館ＡＵ 140 

H29 

(2017) 

ヒロシマ・土崎 被爆証言講話会 7 月 15 日～7月 16 日 

（2日間） 

にぎわい交流館ＡＵ 140 

H30 

(2018) 

ナガサキ・土崎 被爆証言講話会 7 月 15 日～7月 16 日 

（2日間） 

にぎわい交流館ＡＵ 150 

H31 

(2019) 

ヒロシマ・土崎 被爆証言講話会 7 月 27 日～7月 28 日 

（2日間） 

土崎みなと歴史伝承館 150 

※R2(2020)年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

             
（講話会の様子）               （パネル展の様子） 



56 
 

(8) 平和の朗読会 

  土崎空襲の悲劇と平和への願いを若い世代に継承するため、平成２２年度から小学校

の総合学習等の時間を活用し、女優の浅利香津代さんによる平和をテーマにした講話お

よび絵本の朗読会を開催しています。 

年度 開催校数 参加人数 

H22(2010) 3 校 390 人 

H23(2011) 7 校 612 人 

H24(2012) 7 校 752 人 

H25(2013) 10 校 760 人 

H26(2014) 10 校 874 人 

H27(2015) 12 校 996 人 

H28(2016) 20 校 1,884 人 

H29(2017) 20 校 1,669 人 

H30(2018) 21 校 1,772 人 

H31(2019) 19 校 1,482 人 

計 129 校 11,191 人 

※R2(2020)年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 
 

            
        （朗読会の様子）                     （子どもたちとの対話の様子） 
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(9) 非核平和都市宣言 

  昭和５９年１２月定例会において提案され、議会運営委員会の協議等を経て全会一致

に至り、１２月２４日に決議されました。 

 

秋田市議会の非核平和都市宣言に関する決議     

  

世界の恒久平和は、人類共通の願望である。 

    しかるに、米、ソ超核大国による核軍拡競争は拡大均衡を目指すという口実で 

ますます激化し、世界の平和と安全に重大な脅威と危機をもたらしている。 

    わが国は、世界唯一の核被爆国として広島、長崎の惨禍を再び繰り返しては 

ならない。 

    そのためには平和憲法の精神にのっとり、国是である「非核三原則」を将来と 

もに厳格に遵守すべきである。 

    さらに、土崎空襲の悲劇を体験した秋田市はあらゆる国のあらゆる核兵器の 

廃絶、核兵器全面禁止を全世界に強く訴え、同時に秋田市を核戦争の惨禍に巻き 

込むような動きを未然に防ぐため全力を挙げるものである。 

    ここに秋田市は市民の総意を結集して非核平和都市の宣言を行うものである。 

    右決議する。 

   昭和５９年１２月２４日        

 秋田市議会          

  

               「非核平和宣言都市」銘板（本庁舎１階） 

 

(10) 平和に関するモニュメント 

本市では「平和記念像」と「国際親善・核なき平和祈念碑」の二つを保有しています。 

「平和記念像」は、世界平和を願うため、篤志家の寄付金により通町橋のたもとに建設さ

れたブロンズ製の少年像で、秋田市の彫刻家佐々木素雲（ささきそうん）氏の作品です。 

「国際親善・核なき平和祈念碑」は、市制百周年を記念して、平和公園内に設置されました。 

この祈念碑は国と国、心通い合う市民の交流、核のない平和を求める合掌をイメージしてい

ます。 

  

 
 

 

 

 

 

 

「平和記念像」                      「国際親善・核なき平和祈念碑」  

（昭和２７年１１月３日除幕式）             （平成元年８月１５日除幕式） 
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２ 地域に根ざした多文化共生の推進 関係 

 

 (1)市内外国人住民数の推移 
(ｱ) 国籍別       各年９月１日時点 

  

  

(ｲ) 在留資格別     各年９月１日時点 

 

 

国籍 
H28 H29 H30 H31 R2 

(2016) (2017) (2018) (2019) (2020) 

中国 275 262 266 301 281 

韓国 231 221 219 213 203 

フィリピン 181 186 181 190 205 

米国 103 168 155 147 86 

ベトナム 34 38 43 78 128 

インドネシア 32 31 42 48 67 

マレーシア 47 46 47 43 26 

ネパール 33 36 38 27 39 

タイ 28 26 60 30 29 

モンゴル 39 36 31 26 28 

その他 338 311 343 362 251 

計 1,341 1,361 1,425 1,465 1,343 

在留資格 
H28 H29 H30 H31 R2 

(2016) (2017) (2018) (2019) (2020) 

永住者 370 369 370 365 370 

留学 346 406 412 450 220 

特別永住者 164 154 148 137 138 

家族滞在 98 94 98 87 86 

日本人配偶者等 85 74 71 74 79 

技術・人文知識 

・国際業務 
33 44 43 50 70 

技能実習１号ロ 14 15 48 64 78 

教授 48 43 42 40 41 

定住者 46 40 40 42 44 

技能 42 40 38 34 30 

その他 95 82 115 122 187 

計 1,341 1,361 1,425 1,465 1,343 

1,341 1,361 1,425 1,465 

1,343 

（人） 

1,341 1,361 
1,425 1,465 

1,343 

（人） 
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 (2) 秋田市日本語教室学習者数の推移                  各年 3 月 31 日時点 

 開講日数(日) 学習者数(人) 延べ出席者(人) 平均出席者数(人) 学習者の国籍数(国） 

H28(2016) 37 55 455 12.3 19 

H29(2017) 36 64 482 13.4 25 

H30(2018) 36 44 519 14.4 15 

H31(2019) 36 79 868 24.1 27 

R2(2020) 34 126 910 26.8 28 

※学習者数・・・当該年度中において受講回数の多寡にかかわらず、受講申込書を提出し、本教室に在籍し

た者の合計数 

※延べ出席者数・・・当該年度中の開講日の出席者の延べ数   

※平均出席者数・・・延べ出席者数を開講日数で除した数 

 

■学習者の国籍別内訳      

 
 

       

（日本語教室の様子）           （オンライン教室の様子） 
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国籍 
H28 H29 H30 H31 R2 

(2016) (2017) (2018) (2019) (2020) 

中国 6 6 13 14 13 

米国 7 15 11 7 10 

インドネシア 1 4 4 12 24 

フィリピン 12 1 1 4 14 

ベトナム 1 1 1 6 22 

カナダ 4 6 2 4 3 

韓国 3 5 1 5 5 

モンゴル 7 2 1 1 6 

英国 1 2 2 3 4 

その他 13 22 8 23 25 

計 55 64 44 79 126 

（人） 
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３ 市民との連携による国際交流の推進 関係 
 

(1) 秋田市姉妹都市フォーラムについて 

  秋田市姉妹都市フォーラムは、市民協働による国際交流の推進を目的としたネットワ

ークです。 

  友好・姉妹都市等との交流を目的とした市民交流団体などが、長年培ってきた活動実

績や人脈、自主性を尊重しながら情報交換や協力をし、行政と連携しながら共に国際交

流活動を推進していきます。 

 

(2) 秋田市姉妹都市フォーラムの目的 

 ・行政、市民との連携により、市民主体の国際交流を実施 

 ・国際交流活動に興味や意欲のある市民の参画を促進 

 

(3) 活動内容 

 ・国際交流の情報発信や市民の関心を高めるためのＰＲ活動 

 ・友好・姉妹都市等に関する事業やイベントの実施 

 ・行政などが行う交流事業への協力（通訳や運営ボランティアなど） 

 

 

フォーラム活動イメージ

秋田

アラスカ

キーナイ会

秋田地区

日中

友好協会

秋田

日独協会

秋田

蘭州会

秋田

日ロ協会

秋田

国際交流

友の会

●交流ノウハウ等の共有

etc...

秋田市

●事業の共同企画・実施
国・大使館等

JICA 等

県、AIA

その他の

国際交流団体

・情報提供

・オブザーバー参加
・情報提供

・協働事業の提案

・市事業への助言

秋田市姉妹都市フォーラム団体同士の

ネットワーク

市政情報の提供

秋田

ウラジオ会



61 
 

４ 国際的な経済交流の推進 関係 
 

(1) 秋田港コンテナ取扱量        （単位：TEU ２０フィートコンテナ換算） 

  
平成 27 年 

（2015 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

平成 31 年 

（2019 年） 

輸出 19,567 24,555 25,906 28,132 27,300 

輸入 22,592 26,221 24,772 22,139 23,904 

計 42,159 50,776 50,678 50,271 51,204 

※秋田県産業労働部商業貿易課「秋田県の貿易」（令和２年）より 

 

(2) 秋田港コンテナ定期航路                                             

航路 運航船舶 頻度 就航年月 

釜山航路① エクスプレスフィーダーズ 週１便 令和２年７月～ 

釜山航路② 長錦商船／興亜 LINE(協調) 週１便 令和２年４月～ 

釜山航路③ 長錦商船／興亜 LINE(協調) 週１便 平成 26 年 10 月～ 

釜山･大連･天津新港航路 南星海運／高麗開運(協調) 週１便 令和２年４月～ 

釜山･青島･大連航路 興亜 LINE／高麗開運(協調) 週１便 平成 23 年７月～ 

※秋田県環日本海交流推進協議会より（令和２年８月現在） 

 

(3) 秋田空港国際チャーター便運航実績        （単位：（上段）便（下段）人） 

  
平成 27 年 

（2015 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

令和元年 

（2019 年） 

韓国 
2 

(276) 

22 

(3,030) 

10 

(1,370) 

10 

(1,799) 

6 

(1,120) 

台湾 
35 

(5,579) 

59 

(8,243) 

120 

(17,393) 

123 

(15,231) 

79 

(7,050) 

合計 
37  

(5,855) 

81 

(11,273) 

130 

(30,036) 

133 

(47,066) 

85 

(8,170) 

※秋田県企画振興部国際課からの情報提供 
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(4) 秋田港クルーズ客船寄港実績                   （単位：回）  

  
平成 27 年 

（2015 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

令和元年 

（2019 年） 

寄港回数 14 10 18 17 21 

  
内航船 9 9 9 10 8 

外航船 5 1 9 7 13 

※秋田県港湾空港課からの情報提供 

※内航船は国内を航行する船であり、外航船は国内と外国を航行する船である。 

 

(5) 秋田県内外国人宿泊者数                     （単位：人） 

国・地域 
平成 27 年 

（2015 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

令和元年 

（2019 年） 

韓国 12,460 8,190 12,150 9,570 7,290 

台湾 13,540 24,550 42,380 49,960 52,460 

中国（香港を除く） 3,890 4,980 8,440 11,800 13,700 

香港 2,060 3,280 6,820 6,920 8,210 

アメリカ 3,340 3,710 4,710 5,330 6,740 

カナダ 410 540 750 690 1,070 

イギリス 470 570 1,030 1,260 1,680 

ドイツ 1,930 1,850 1,230 1,210 1,080 

フランス 530 510 650 1,040 1,080 

ロシア 60 290 300 190 260 

シンガポール 1,240 960 1,190 2,190 2.630 

タイ 1,010 1,700 4,040 3,830 6,530 

マレーシア 210 410 410 550 730 

インド 110 150 110 170 130 

オーストラリア 1,090 1,410 1,660 1,990 3,250 

インドネシア 240 420 450 1,000 770 

ベトナム 80 120 240 1,100 340 

フィリピン 390 1,880 560 610 1,000 

イタリア 90 170 240 270 390 

スペイン 160 720 170 220 300 

その他 6,130 5,350 6,620 11,320 9,180 

 合計 49,810 62,360 95,130 112,160 119,320 

※観光庁「宿泊旅行統計調査」より 
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 (6) 訪日外国人旅行者数                     （単位：万人） 

  
平成 27 年 

（2015 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

令和元年 

（2019 年） 

旅行者数 1,974 2,404 2,869 3,119 3,188 

※観光庁「令和２年度版観光白書」より 

 

(7) 一般旅券発行数の推移（秋田県）                 （単位：件） 

  
平成 27 年 

（2015 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

令和元年 

（2019 年） 

発行数 9,861 11,341 11,616 12,235 13,020 

※外務省「旅券統計」より 

 

(8) 出国者数の推移（秋田県）                    （単位：人） 

  
平成 27 年 

（2015 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

令和元年 

（2019 年） 

出国者数 32,113 32,905 33,941 35,308 36,719 

※法務省入国管理局「出入国管理統計」より 

 

(9) 日本人海外旅行者数                      （単位：万人） 

  
平成 27 年 

（2015 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

令和元年 

（2019 年） 

出国者数 1,612 1,712 1,789 1,895 2,008 

※観光庁「令和２年度版観光白書」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



64 
 

秋田市に住む外国人住民と町内会との関わり 

についてのアンケート調査結果 

 
１ 調査目的 

  マスタープランの改訂に当たり、外国人住民と地域社会との関わりについて現状やニ

ーズを把握し、今後の多文化共生施策に役立てるため、アンケート調査を実施した。 

 

２ 調査方法 

調査対象者 秋田市全町内会・自治会長１,０２１人 

調査方法 郵送したアンケート用紙で回答 

回答方法 無記名、選択式（一部記入式） 

調査実施時期 令和２年５月２０日（月）～７月１０日（金） 

※当初の予定より延長 

回収結果 有効回答数９３３（回答率９１．４％） 

 

３ 集計方法 

・１つも項目を選択していないものや、各設問の規定よりも多く選択しているものにつ

いては無回答としている。 

・設問には単数回答（１つの項目のみ選択するもの）と複数回答があり、複数回答の設問

では、回答の合計は有効回答数を超える。 

・回答率の集計結果は、小数第２位を四捨五入した数値を表記しています。よって、四捨

五入の関係により各選択肢の回答比率の合計が 100.0％にならない場合がある。 

・設問および選択肢の文言が長いものについては、本文やグラフの中で簡略化して表記

している。 
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① 各町内会の地域 

 
② 各町内会の加入世帯数 

 
③ 各町内会に住む外国人住民の有無 

 
④ 各町内会に加入している外国人住民の有無 

 
 

 

292

193

162

135

64

50

28

9

0 50 100 150 200 250 300 350

中央地域

北部地域

東部地域

南部地域

河辺地域

西部地域

雄和地域

無回答

（世帯）

22

324

245

190

79

40

18

2

3

10

0 50 100 150 200 250 300 350

１０戸未満

１０～５０戸未満

５０～１００戸未満

１００～２００戸未満

２００～３００戸未満

３００～４００戸未満

４００～６００戸未満

６００～８００戸未満

その他

無回答

(世帯)

12%

76%

2%
9% 0% 1%

いる

いない

いると聞いたことがあるがわからない

いないと思うがわからない

見かけたことがあるが町内に

住んでいるかはわからない
無回答

10%

84%

1% 4% 1%
加入している

加入していない

加入していると聞いたことが

あるがわからない

加入していないと思うがわからない

無回答
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⑤ 各町内会の活動に参加している    ⑥ 外国人住民に町内会参加を促したことが 

外国人住民の有無            あるか 

   
 ⑦ 外国人住民との関係で困っている   ⑧ 外国人住民への対応での工夫 

ことはあるか 

   
  

項目⑦：困っていることの主な内容は、「ゴミ出し」について４件、「言葉」について３件、「町内会

費」について２件、「その他」２件という内訳になった。（複数回答） 

「ゴミ出し」についてが最も多かったが、「一度注意したら改善した」という意見もあった。 

項目⑧：工夫していることの主な内容は、「言葉」について６件、「声かけ・挨拶」について６件、「町

内会行事の参加」について２件、「その他」３件という内訳になった。（複数回答） 

「言葉がわかる人に通訳してもらう」、「自動翻訳機を使用」という意見のほか、「必ず挨拶する」、「情

報提供や声かけ」など、会長自らが積極的な働きかけをするケースがあることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いる, 6%

いない, 92%

無回答, 2% ある,6%

ない, 85%

無回答

9%

ある, 1%

ない

85%

無回答

14%

工夫している, 2%

工夫してい

ない, 82%

無回答

16%
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⑨ 外国人住民が町内会の活動に参加する場合に期待することの有無とその内容 

  

  

⑩ 日本人住民と外国人住民がともに暮らしやすい社会にするために、秋田市に求めるこ

と（棒グラフ：選択式、円グラフ：自由記述） 

  

  
項目⑨：町内会の一斉清掃や祭りへの参加、自国の文化や料理の紹介を望む意見が多かった。 

項目⑩：自由記述では、「外国人と地域住民が相互にコミュニケーションをとれる場を提供し

てほしい」や「外国人住民に対し、町内会とはどのようなものか説明してほしい」といった意見

があった。 

 

ある

8%

ない

75%

その他

0%

無回答

17%

62.0%

23.9%

4.2%

9.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

町内会行事の参加

自国の紹介・交流

町内のルール・マナーの遵守

その他

626

430

323

394

467

0 100 200 300 400 500 600 700

生活ルールや習慣、

文化の違いの周知

相談体制・

多言語での情報提供

日本語学習機会の提供

交流の場の創生

地域社会参加機会の提供

（人）

交流・行事参加

29%

言語・多言語化・国

際化

22%

ゴミ出し

4%

その他

26%

特になし・わからない

19%
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⑪「秋田市災害時要援護者の避難支援プラン」を知っているか 

 
⑫「災害援護者」に外国人住民が該当することを知っているか 

  
⑬ 町内会の外国人住民が「災害時要援護者」に登録を希望する場合に心配なことの有無

とその内容 

  
 

  
 

知っている

55%

知らない

16%

聞いたことがあるがよくわからない

21%

その他

0% 無回答

8%

知っている

29%

知らない

62%

無回答

9%

ある

20%

わからない

1%

ない

63%

無回答

16%

77%

8%

6%

2%
2% 4% 1% 言語・意思疎通

コミュニケーション・多言語化
習慣・文化の違い

避難支援プランに関すること

情報の伝達・手段方法

町内会の高齢化

その他

なし
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項目⑪・⑫：「避難支援プラン」の内容とその対象者の把握をしてもらうため、町内会への周知

をどのように進めていくかが課題である。言語についての心配が大半を占めた。その他では、「町

内会役員や援護に関わる方に多言語の学習機会を自治体で企画してほしい」、「協力者がいるかが

心配」などの意見があげられた。 

項目⑬：言語についての心配が大半を占めた。その他では、「町内会役員や援護に関わる方に多

言語の学習機会を自治体で企画してほしい」、「協力者がいるかが心配」などの意見があげられた。 

 

⑭「多文化共生」という言葉を聞いたことがあるか 

 
⑮「やさしい日本語」の認知度 

 
⑯ 「やさしい日本語」講習会の参加希望 

 

 項目⑮：半数以上が「知らない」と回答していることから、「やさしい日本語」を周知するた

めの活動が課題である。 

 項目⑯：「参加したい」が約３割、「どちらでもない」を加えると合計が８割を超えるため、

町内会を対象として「やさしい日本語」講習会の実施も視野に入れていく必要がある。 

ある

56%
ない

37%

その他

0%
無回答

7%

知っている

35%

知らない

57%

無回答

8%

参加したい

27%

参加したくない7%

どちらでもない58%

その他

0%
無回答

8%
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 秋田市に住む外国人住民へのアンケート調査結果 

 
１ 調査目的 

  マスタープランの改訂に当たり、市内の外国人住民が抱える生活の問題や、行政サー

ビスに対するニーズ等を把握し、今後の多文化共生施策に役立てるため、アンケート調

査を実施した。 
 
２ 調査方法 

調査対象者 秋田市内在住の外国籍男女６００人 

※令和２年４月３０日時点の市内在住外国人住民のうち、１８歳

未満と在留資格「特別永住者」を除いた１，１５１人から年齢層別

の割合をもとに無作為に抽出 

調査方法 質問票を郵送により配布し、回答を郵送またはＷＥＢ上で回収 

調査言語 日本語、英語、中国語、韓国語、タガログ語の５言語 

回答方法 無記名、選択式（一部記入式） 

調査実施時期 令和２年６月２９日（月）～７月３１日（金） 

※当初の予定より延長 

回収結果 有効回答数２３４（回答率３９.０％） 

 
３ 集計方法 

・設問には単数回答（１つの項目のみ選択するもの）と複数回答があり、複数回答の設問

では、回答の合計は有効回答数を超える。 

・回答率の集計結果は、小数第２位を四捨五入した数値を表記。よって、四捨五入の関係

により各選択肢の回答比率の合計が 100.0％にならない場合がある。 

・各設問において、選択肢に印や文字の記入等がなかったものについては「無回答」とし

ている。 

・回答数を「３つまで」と制限している設問において、４つ以上の項目を選択している場

合についても、集計の対象としている。 

・設問の中には特定の選択肢を選んだ人のみが答える設問があり、その設問の回答者数

は全体よりも少なくなっている。 

・一部の設問において、選択肢の文言が長いものについては、本文やグラフの中で簡略

化して表記している。 

 

 

 

 



71 
 

４ 集計結果（概要・分析） 

設問Ⅰ 回答者の基本属性について 

① 国籍                           

     

 

② 母国語  

 

 

③ 母国語以外にコミュニケーションできる言語（複数回答可） 

 

 

中国, 23.5%

フィリピン, 18.8%

米国, 10.3%ベトナム, 9.4%

韓国, 6.8%

モンゴル, 4.3%

その他, 26.9%

中国

フィリピン

米国

ベトナム

韓国

モンゴル

その他

中国語

25.8%

タガログ語

17.9%英語

13.3%

ベトナム語

9.2%

韓国語

7.1%

モンゴル語

4.6%

その他

22.1%
中国語

タガログ語

英語

ベトナム語

韓国語

モンゴル語

その他

44.5%

35.8%

6.4%

2.0%

2.0%

1.5%

7.8%

日本語

英語

なし

中国語

スペイン語

フランス語

その他

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%
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④ 年齢              

 

 

⑤ 日本滞在歴 

 

 

⑥ 秋田市滞在歴  

 

 

 

 

3.8%

36.3%

23.9%

17.5%

12.4%

3.4%

1.7%

0.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

１９歳以下

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０～７９歳

８０歳以上

6.0%

13.7%

23.5%

12.4%

9.0%

35.0%

0.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

６か月未満

６か月以上～１年未満

１年以上～３年未満

３年以上～５年未満

５年以上～１０年未満

１０年以上

無回答

15.0%

14.5%

26.5%

9.0%

9.0%

26.1%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

６か月未満

６か月以上～１年未満

１年以上～３年未満

３年以上～５年未満

５年以上～１０年未満

１０年以上

無回答
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⑦ 日本人家族の有無  

 

 

 

【設問Ⅰのまとめ】 

 問①回答者の国籍は、中国（23.5％）、フィリピン（18.8％）、米国（10.3％）、ベトナム（9.4％）

韓国（6.8％）、モンゴル（4.3％）の順で多かった。 

 問③母国語以外にコミュニケーションできる言語においては、35～45％は日本語もしくは英語に

おいてコミュニケーション可能という結果となった。 

 問④年齢層については、19 歳以下（3.8％）、20～29 歳（36.3％）、30～39 歳（23.9％）、40～49

歳（17.5％）、50～59 歳（12.4％）、60～69 歳（3.4％）、70～79 歳（1.7％）、80 歳以上（0.9％）と

いう割合となった。 

 問⑤、⑥日本滞在歴、秋田市滞在歴に関しては、３年未満の層は留学生、ALT、技能実習生など滞

在期間に限りのある外国人住民が推測され、10 年以上の層は永住者や家族滞在など長期滞在可能な

在留資格を持つ外国人住民が推測される。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有, 32.9%

無, 67.1%

無回答, 0.0%

有

無

無回答
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Ⅱ 日本語学習について 

① 日本語を話すことができるか（１つまで） 

 

 

  ② 日本語を読むことができるか（１つまで） 

 

 

③ 日本語を書くことができるか（複数回答可） 

 

 

 

37.2%

7.7%

31.6%

20.9%

2.6%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

仕事上の会議等で日本語を話すことができる

接客するための日本語を話すことができる

日常会話ができる

あいさつ、買い物ができる

日本語を話すことができない

無回答

37.2%

15.4%

18.4%

20.5%

8.5%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

仕事上必要な書類や新聞等を読むことができる

標識や看板等の漢字を読むことができる

漢字を少し読むことができる

ひらがな・カタカナを読むことができる

日本語を読むことができない

無回答

25.6%

17.1%

22.6%

23.1%

9.8%

1.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

日本語で業務日報や会議の記録を書くことができる

漢字を書くことができる

漢字を少し書くことができる

ひらがな・カタカナを書くことができる

日本語を書くことができない

無回答
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④ 日本語を学習したことがあるか（１つまで） 

 
 

⑤ どのような方法で日本語を学んだか、また学んでいるか 

（４で「日本語を勉強したことがある」又は「今勉強している」と回答した人のうち、

該当するものすべて） 

 

自由記述では、「来日前に勉強した」、「アニメやテレビ番組をみて勉強した」などの回答があった。 

 

⑥ 日本語学習をしていない理由は何か   

（４で「一度も勉強したことがない」と回答した人のうち、該当するものすべて） 

 

自由記述では、「日本人と接して自然に覚えた」、「日常生活が勉強の場になっている」などとい

った回答があった。 

 

 

60.5%

28.4%

8.6%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

日本語を勉強したことがある

今勉強している

一度も勉強したことがない

無回答

8.0%

6.5%

3.6%

18.3%

14.5%

23.4%

11.3%

3.9%

5.1%

5.5%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

市町村の日本語教室

民間の日本語教室

テレビの日本語講座

日本語の教科書を使って自分で勉強している

インターネットの教材を使って自分で勉強している

通っている大学や学校

家族や友人に教えてもらう

母国語が話せる友人から教えてもらう

職場での日本語研修

その他

無回答

23.1%

13.5%

3.8%

13.5%

13.5%

7.7%

7.7%

5.8%

1.9%

9.6%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

時間がない

お金がない

自分のレベルにあった教室・学校がない

日本語教室の日程が合わない

日本語をどこで学べるかわからない

日本語ができなくても困らない

日本語ができるから勉強する必要がない

日本語教室に通う交通手段がない

家族や職場に日本語教室への理解がない

その他

無回答
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⑦ 日本語学習で不満に思ったことはあるか（３つまで） 

 

自由記述では、「日本語は私にとって難し過ぎる」、「会話の練習機会が不足している」などとい

った回答があった。 

 

⑧ 秋田市で無料の日本語教室を開催しているのを知っているか 

 
 

【設問Ⅱのまとめ】 

 問①～③ついての回答結果によると、はじめに問①日本語会話能力に関して「日本語を話すこと

ができない」と答えた人の割合は 2.6％であり、その他の 97.4％は何らかの会話は可能との回答

であった。次に問②日本語読解能力に関しては「日本語を読むことができない」と答えた人の割合

は 8.5％であり、その他 91.5％はひらがな・カタカナ以上の日本語を読むことができるといった

回答結果となった。最後に問③日本語筆記能力に関しては「日本語を書くことができない」と答え

た人の割合は 9.8％であり、無回答を除くと 88.5％がひらがな・カタカナ以上の日本語を書くこ

とができるといった結果となった。このことから、概ね 90％以上の外国人住民はひらがな・カタ

カナレベルであれば「会話・読み・書き」でのコミュニケーションが可能であり、言い替えると「や

さしい日本語」が理解可能である。 

 問④～⑧の日本語学習についての設問では、約９割の外国人住民は何らかの日本語学習経験が

あるが、１割未満は未経験といった回答結果であった。これは①～③の日本語能力とも深く関係し

いると推測され、日本語に不慣れな外国人住民に対し十分な学習機会を提供していく必要がある。 

 

47.5%

13.0%

4.3%

7.8%

5.3%

7.1%

6.2%

0.9%

1.2%

3.1%

3.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

不満はない

都合のいい場所や時間に学校・教室がない

オンライン授業がない

勉強にあてる時間がない

満足できる授業内容を提供する学校・教室がない

授業料・教材が高い

年齢的に外国語学習が負担

子ども連れで行ける学校・教室がない

家族や職場の理解が得られない

その他

無回答

はい

30%

いいえ

68%

無回答

2%
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設問Ⅲ 日常生活で困っていることや悩みについて  

① 秋田市での生活で悩んでいることや困っていること（複数回答可） 

 

自由記述では「外国人住民の選挙権」、「交流相手がいないこと」などといった回答があった。 

 

② 日常生活に関する制度やサービスで困ったことは何か（複数回答可） 

 
※自由記述は次頁 

 

17.2%

9.7%

1.8%

4.6%

3.7%

5.6%

9.8%

6.5%

4.7%

4.0%

6.7%

6.2%

6.2%

4.0%

3.2%

1.1%

4.2%

0.5%

0.4%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

特に悩んだり、困っていることはない

ホームシックや孤独感

近所付き合い

職場や学校での人間関係

日本の生活習慣

外国人への偏見

日本語がわからないこと

将来の生活設計

仕事に関すること

家族や自分の健康医療に対する不安

生活費や学費などに対する不安

母国の家族に対する不安

困った時の相談相手

災害時等の対応や情報不足

子どもの教育に関する不安

宗教上の問題

外国語表記の不足

その他

無回答

26.6%

2.5%

6.7%

1.5%

1.2%

4.5%

5.7%

5.2%

1.0%

1.7%

5.0%

2.7%

3.0%

2.0%

2.7%

0.7%

2.2%

2.2%

6.0%

1.0%

0.7%

2.5%

2.2%

3.0%

1.0%

3.0%

3.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

特に困ったことはない

結婚・出生手続

住居の賃貸借

生活相談

除雪

雇用契約や雇用保険

健康保険や年金

税金

道路や公園、上下水道など都市施設

図書館やスポーツ施設などの公共施設

バスやJRなど公共交通

各種の届出や登録

ごみの分別、収集

防災、消防、救急

町内会活動

公民館やコミセンでの活動

ペットや近所迷惑など生活環境

学校教育

日本語学習

出産・育児

保育所や幼稚園など児童福祉施設

健康診断や予防接種

医療機関や医療費

病院への通院・入院

高齢者介護

その他

無回答
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②日常生活に関する制度やサービスで困ったことは何か（自由記述） 

 ※抜粋   

□国籍・戸籍 

 ・出生手続きでの窓口対応に関すること 

□住まい・住居 

 ・日本国籍を持つ人が保証人にならなければならないこと 

 ・部屋を借りるときに外国人だからといって断られたこと 

□仕事 

 ・年金や健康保険の説明がわかりにくい 

 ・保険料や税金が高い 

 ・仕事をしたいけど、やるべきことがわからない 

□公共サービス 

 ・道路標識やバス停の多言語表示がないこと 

 ・公共交通機関の利用方法がわからない 

□社会生活 

 ・ゴミの捨て方がわからない 

 ・町内会活動の実態がわからない 

 ・共同住宅での騒音トラブル 

□教育 

 ・子供の学校からのお知らせを理解するのがむずかしい 

□子供の福祉・健康 

 ・医療従事者との意思疎通（特に緊急時） 

 ・幼稚園への登録手続きについてもっと情報がほしい 

□医療・介護 

 ・コロナウイルスについての情報提供が少ない 

・検査を受けるチャンスが少ない 

□その他 

 ・常に通訳が必要でプライバシーがない 

 ・運転免許試験の多言語化がされていない 

 ・バス路線が廃止になった後のサポートがない 

など   
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③ 生活に必要な情報をどのように入手しているか（複数回答可） 

 

その他のＳＮＳでは「LINE」、「WeChat」などの回答があった。また、自由記述では「雇用主」、「教

会」、「日本人の同僚」、「同居人」などといった回答があった。 

 

④ 秋田市が情報を知らせたいとき、どんな方法を使ってほしいか（３つまで） 

 

 その他のＳＮＳでは「LINE」、「WeChat」、「Instagram」などの意見があった。また、自由記述では

「郵便物」、「会社に知らせてほしい」といった意見があった。 

 

 

 

 

 

 

12.6%

1.2%

23.5%

10.1%

2.9%

4.6%

3.1%

2.7%

3.3%

3.8%

1.7%

7.2%

13.3%

9.0%

1.2%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

テレビ

ラジオ

インターネット

Facebook

Twitter

その他のSNS

新聞

雑誌

秋田県の広報誌「あきたびじょん」

秋田市の広報誌「広報あきた」

秋田県国際交流協会発行の外国人支援情報誌

一緒に住んでいる家族や親戚

日本人の友人・近所の人

日本にいる母国人の友人

その他

無回答

12.4%

0.9%

4.0%

5.2%

22.2%

11.4%

4.8%

9.1%

13.1%

2.8%

4.0%

6.4%

1.9%

1.5%

0.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

テレビ

ラジオ

新聞

町内会などの回覧板

電子メール

秋田市の公式ホームページ

市役所やサービスセンターなどでのポスターの掲示

広報あきた

Facebook

Twitter

その他のSNS

YouTube

ケーブルテレビ（コミュニティチャンネル）

その他

無回答
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⑤ 困ったことや意見を秋田市へ伝えるにはどのような方法が便利だと思うか 

（３つまで） 

 

自由記述では「Facebook」、「SNS」などといった意見があった。 

 

 

【設問Ⅲのまとめ】 

 問①日常生活での悩みについて、「特に悩んだり困っていることはない」と回答した人が 17.2％、

問②制度やサービスにおける悩みについて「特に困ったことはない」と回答した人が 26.6％いる

一方で、多くの外国人住民が、本市に住むうえで多種多様な悩みを抱えていることがわかる。多

文化共生施策を推進するうえで、今回の回答結果をもとに、外国人住民の悩みや不安を少しでも

軽減していく必要がある。 

 問③外国人住民の情報収集方法については、「インターネット（23.5％）」、「Facebook（10.1％）」、

「Twitter（2.9％）」、「その他 SNS（4.6％）」の合計は 41.1％となり、およそ４割の外国人住民は

何らかの電子ツールを利用し情報収集していることがわかる。また問④秋田市に望む情報発信手

段としては「ホームページ（11.4％）」のほかに「Facebook（13.1％）」、「Twitter（2.8％）」、「そ

の他 SNS（4.0％）」、「YouTube（6.4％）」といった意見もあり、ホームページだけではなく、Facebook

をはじめとする SNS 等を利用した情報発信が求められている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.6%

0.6%

15.3%

29.2%

9.9%

9.5%

14.7%

1.9%

1.7%

0.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

電話

FAX

手紙やはがき

電子メール

「市民の声」システム

秋田市の市民相談センター

秋田県国際交流協会の外国人相談窓口

町内会、NPOなど団体を通じた要望

その他

無回答
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問Ⅳ 行政（秋田市）に対する要望について 

① 行政（秋田市）に望むこと（３つまで） 

 

自由記述では、「他の外国人住民との交流機会の提供」、「アンケート調査」などといった意見があっ

た。 

 

② 行政機関（秋田市）にどんな情報の提供を望むか（３つまで） 

 

自由記述では、「地元のイベントについての情報」、「外国人留学生向け制度についての情報」、「同国

人との交流についての情報」などといった意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.8%

18.5%

17.2%

12.6%

15.7%

14.2%

3.0%

2.1%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

外国人向けの生活相談

外国語による生活関連情報の提供

地域住民との交流機会の増加

外国人から意見を聞く機会の増加

日本語学習の機会の提供・充実

外国語で対応可能な窓口職員の配置

その他

無回答

10.8%

10.6%

14.4%

7.3%

4.2%

8.2%

12.2%

13.6%

11.5%

4.7%

1.4%

1.2%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

行政窓口の各種届出についての情報

ごみ、住宅など生活環境についての情報

公的年金、健康保険についての情報

子どもの教育についての情報

子育て支援についての情報

JR、バスなど公共交通機関の利用方法

企業の求人情報や就職情報

保健や医療についての情報

災害時の対応や避難場所などの情報

特にない

その他

無回答
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③ 多言語化してほしい情報（３つまで） 

 

自由記述では「十分に多言語化していると思う」、「全ての項目を多言語化する必要がある」などと

いった意見があった。 

 

④ 秋田市の公共施設を利用する中で困ったことがあるか（自由記述あり） 

 

 

自由記述では「レストランでのメニューが日本語しかない」、「医療機関に通訳がほしい」、「運転免

許取得の際に日本語しか対応していなかった」、「市ＨＰの自動翻訳の精度は甘い」、「市役所には英語

を話せるスタッフがほとんどいない」、「市の日本語教室は他のスケジュールや選択可能なコースを用

意していないので不十分」、「バスと電車の運賃にＩＣカードを利用できるようにしてほしい」、「バス

の路線図がわかりにくく、料金の支払い方法も不便」などといった回答があった。 

 

 

 

 

 

 

16.3%

14.6%

16.6%

4.2%

5.3%

11.6%

11.4%

3.3%

7.7%

6.0%

1.6%

1.4%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

日本文化・習慣、生活に必要なルールや各種制度

市役所窓口での申請書類など

市役所から送られてくる書類

学校から渡される保護者向けの資料

ごみの分け方・出し方

災害時・緊急時の対応、安全確保への情報提供

医療機関受診時の問診票や同意書

子育て支援に関する情報

秋田市主催のイベント情報

観光情報

その他

無回答

ある

11%

ない

85%

無回答

4%
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【設問Ⅳまとめ】 

 問①行政に望むことに関しては、全ての項目が約 15％前後の回答であり、その中でも「外国語

による生活関連情報の提供（18.5％）」がトップであった。また、それに関連する問②行政機関に

どんな情報の提供を望むかについては、「公的年金、健康保険についての情報（14.4％）」、「保険

や医療についての情報（13.6％）」が上位となっており、自身の社会保障制度に高い関心があるこ

とがわかる。一方で年金や健康保険等の社会保障制度については制度の複雑さから日本語におい

ても説明が分かりづらいことがあり、多言語化した場合にさらに分かりにくくなってしまうこと

や、やさしい日本語化した場合に必要な情報が欠けてしまうことがあることから、これらの制度

について外国人住民の十分な理解を得ることは課題となっている。 

 問③多言語化してほしい情報については、「日本文化・習慣、生活に必要なルールや各種制度

（16.3％）」、「市役所窓口での申請書類など（14.6％）」、「市役所から送られてくる書類（16.6％）」

が上位であることに加え、問④市の公共施設利用時に困ったことの多くは多言語化が不十分であ

ることを理由としていることから、市の提供するサービスに対する多言語化の充実が求められて

いることがわかる。 

  

 

設問Ⅴ 秋田市に住む人との交流について 

① 地域活動に参加したことがあるか（複数回答可） 

 

自由記述では「スピーチコンテスト」、「教会での行事」、「大学の地域連携授業」、 

「子供のクラブ活動」などといった回答があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.5%

18.3%

6.6%

13.8%

43.3%

2.4%

3.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

町内会や自治会

PTAなど学校の事業

NPOなどのボランティア活動

同好会など趣味の活動、サークル

特にない

その他

無回答
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② 住んでいる地域で孤立を感じたことがあるか（１つまで） 

 
 

③ 秋田市に住む人との交流でどのような要望があるか 

 

自由記述では「特にない」、「現状で満足している」といった意見があった。 

 

 

【設問Ⅴまとめ】 

問③秋田市に住む人と交流する際の要望について、「特に交流を望んでいない」を除くと、何ら

かの交流をしたいと希望する人（その他含む）の合計は 91.5％であった。一方で、問①地域活動

の参加経験について、「特にない」と回答した人は 43.3％おり、問②において地域内で孤立を「少

し感じる」または「強く感じる」と回答した人の合計は 39.7％いることがわかった。 

町内会アンケートにおいては外国人住民との交流を希望するといった意見も多くあったこと

から、交流を希望する外国人住民と、町内会をはじめとする地域活動との間ですれ違いが生じて

いる。 

以上のことから、地域活動団体へ「やさしい日本語」の周知を図ることや外国人住民へ積極的

にボランティア活動等の情報提供を行うことなど、両者のすれ違いを少しでも解消できるよう可

能な範囲で工夫をしていく必要がある。 

 

 

 

26.5%

29.5%

31.6%

8.1%

4.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

全く感じない

あまり感じない

少し感じる

強く感じる

無回答

18.6%

19.0%

22.9%

12.8%

15.7%

6.0%

2.5%

2.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

もっと親しくつきあいたい

地域の行事に参加したい

日本の習慣・文化を知りたい

自分たちの国のことを伝えたい

ボランティア活動に参加したい

特に交流を望んでいない

その他

無回答
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設問Ⅵ 災害時や緊急時の対応、防災対策について 

  ① 災害時や緊急時の行動について 

 

自由記述では「会社に電話する」、「上司から情報をもらう」、「日本語が不慣れな外国人の友人に情

報提供する」などといった回答があった。 

 

  ② 自宅近くの避難場所を知っているか 

 
 

 ③ どうやって避難場所を知ったか（２で「はい」と回答した人のうち、該当するも 

のすべて） 

 
自由記述では、「スマホアプリ」、「近所を歩いているときみつけた」などといった回答があった。 

21.0%

9.5%

7.2%

11.3%

11.6%

11.3%

10.9%

9.1%

4.2%

2.1%

0.7%

1.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

家族、知人に相談する

近所の人に相談する

行政機関（秋田市）に相談する

日本にいる母国人の友人に相談する

テレビやラジオなどから情報収集する

FacebookやTwitter、微博などのSNSから情報収集…

国、県、市のホームページから情報収集する

大使館や領事館のホームページから情報収集する

防災アプリ（Safety tipsなど）から情報収集する

どうしていいかわからない

その他

無回答

はい

47%

いいえ

50%

無回答

3%

34.3%

5.9%

14.8%

7.7%

16.6%

15.4%

5.3%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

避難場所の表示看板

秋田市のホームページ

秋田市が配布したハザードマップ

秋田市民便利帳

近所の人、友人、家族からの情報

学校や職場からの情報

その他

無回答
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  ④ 災害時や緊急時心配なこと 

 

自由記述では、「災害で命や財産を失うことへの精神的な不安」、「心肺蘇生法や救命措置について講

習してほしい」、「感染症対策が不十分なこと」、「非常食について」などといった回答があった。 

 

  ⑤ 災害時や緊急時、秋田市にどんな方法で情報提供してほしいか 

 

その他の SNS では「LINE」、「Instagram」、「WeChat」などといった回答があった。また、自由記述

では「電話」、「SMS」などといった回答があった。 

 

  ⑥ 「避難支援対象者名簿」に登録したいか 

 
 

16.6%

16.6%

24.2%

12.7%

9.1%

12.5%

5.9%

0.8%

1.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

避難場所がわからない

ほしい情報が入手できるかわからない

電話、インターネットが使えなくなる

どのような行動をしていいかわからない

避難所で日本人とコミュニケーションがとれるかわからない

救急救命のし方がわからない

特に心配なことはない

その他

無回答

18.6%

8.2%

4.5%

22.5%

12.2%

7.0%

3.5%

11.1%

2.5%

7.4%

1.2%

1.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

テレビ

ラジオ

新聞

電子メール

秋田市の公式ホームページ

市役所やサービスセンターなどでのポスターの掲示

ケーブルテレビ（コミュニティチャンネル）

Facebook

Twitter

その他のSNS

その他

無回答

はい

27%

いいえ

67%

無回答

6%
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【設問Ⅵまとめ】 

 問①災害時・緊急時の行動について、インターネット、SNS、アプリ等の電子ツールを利用し情

報収集している人の合計が 35.5％であり、問④災害時や緊急時で心配なことで「電話、インター

ネットが使えなくなる」が 24.2％であったことから、災害時・緊急時の通信環境等の確保は重視

していかなければならない。 

 問②では、自宅近くの避難場所を知らない人は 50％であったため、平常時の避難所情報の周知

が課題である。また、災害発生時に自宅近辺にいなくても避難が可能になるよう、位置情報から検

索できるアプリ等の周知が重要となる。なお、問③での認知度が高かった避難所表示看板について

は多言語化やピクトグラム化への整備が進んだことが背景にあると考えられる。 

 問⑤秋田市にどんな方法で情報提供して欲しいかについては、Facebook、Twitter 等の SNS を希

望する人の割合は 21％おり、設問Ⅲと同様に一定数が希望しているといえるため、SNS を利用し

た情報配信について検討の余地がある。 

 問⑥避難支援対象者名簿については登録を希望する人は 27％おり、言語面での不安等から、災

害時における安否確認などの支援を求めていることがわかる。災害発生時に混乱を避け、支援が十

分に行き届くためには、外国人住民だけではなく関係者のさらなる制度理解が必要である。 
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